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序     文 

 

パラグアイ共和国の5歳未満児死亡率と妊産婦死亡率は、南米諸国の中で最も高く地域での保健医療

サービス体制の強化が喫緊の課題となっています。これに対してパラグアイ共和国政府は、第一次保健

医療サービスへのアクセス改善を優先政策の一つとして掲げ、厚生省にプライマリーヘルスケア（PHC）

総局を設置し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を包括的に行うPHCの強化に取り組ん

でいます。取り組みの一環として、貧困地域に医師、看護師、助産師、保健推進員から構成される家庭

保健ユニット（USF）を設置し地域の保健医療サービス改善を図っています。しかし、PHC実施のための

マニュアル、実施体制が未整備であり、USFの教育・訓練が十分でなく、USFと地域の保健医療サービス

機関の中で緊急対応などの連携を行う仕組みが未整備なことを踏まえ、パラグアイ共和国政府はカグア

ス県を対象として、USFによって提供される地域保健サービスの実証及び強化を目的に日本政府に支援

を要請し、これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、技術協力「プライマリーヘルスケア体

制強化プロジェクト」を2012年2月から4年間にわたって実施することとなりました。 

今般、同プロジェクトが2016年1月に終了するにあたり、JICAはパラグアイ共和国政府と合同で、プ

ロジェクトの実績と計画に対する達成度を確認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の観点から評価を行うべく、終了時評価調査団を派遣しました。 

本報告書は同調査の結果をとりまとめたものです。今後の技術協力事業を効果的かつ効率的に実施し

ていくための参考として活用されることを願うとともに、本調査にご協力とご支援を頂いた両国関係者

の方々に心より感謝申し上げます。 

 

平成 27 年9 月 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長  戸田 隆夫 
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診察室（グアヤキクア USF） カアグアス県救急連絡センター 

  

住民による寸劇（サンホアキン USF） カウンターパートへの聞き取り 

  

厚生大臣へ終了時評価の結果報告 ミニッツ署名 
 

  



 
 

 
略語一覧 

略語 正式名称 日本語 
CIRD Center for Information and Resources for Development

（英） 
開発のための情報資源センター 

C/P Counterpart（英） カウンターパート 
ESF Equipo de Salud de la Familia（西） 家族保健チーム 
GDHSN the Director of General Direction of Health Service and 

Network 
保健サービスネットワーク総局 

GDPR the General Direction of Planning and Evaluation
（英） 

企画・評価総局 

GDPHC the General Direction of Primary Health Care（英） プライマリーヘルスケア総局 
INEPEO Instituto Nacional Educación Permanente en 

Emfermería y Obstetricia （西） 
国立看護・助産継続教育センター 

IDB Inter-American Development Bank（英） 米州開発銀行 
IEC Information, Education and Communication（英） 情報・教育・コミュニケーション 
JICA Japan International Cooperation Agency（英） 国際協力機構 
JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers（英） 青年海外協力隊 
KOICA Korean International Cooperation Agency（英） 韓国国際協力団 
MPHSW Ministry of Public Health and Social Welfare（英） 厚生省 
PAHO/OPS Pan America Health Organization（英） 

Organización Panamerica de la Salud（西） 
汎米保健機構 

PDM Project Design Matrix（英） プロジェクト・デザイン・マトリ

クス 
PHC Primary Health Care（英） プライマリーヘルスケア 
PO Plan of Operation（英） 活動計画表 
RIISS the Integrated Health Service Network 

Red Integrada de Servicios de Salud（西） 
保健医療サービス統合ネットワー

ク 
SEME Servicio de Emergencias Médica Extrahospitalaria 

（西） 
院外医療救急サービス 

MOU Memorandum of Understanding（英） 覚書き 
UHC Universal Health Coverage（英） ユニバーサル・ヘルス・カバレッ

ジ 
USD United States dollar（英） 米ドル 
USF Unidades de Salud de la Familia （西） 家族保健ユニット 
4WD Four Wheel Drive Vehicle（英） 四輪駆動車 
WHO World Health Organization（英） 世界保健機構 
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評価調査結果要約表 

 

1. 案件の概要 

国名：パラグアイ 案件名：プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト終了時評

価調査（評価分析） 

分野：保健医療・保健医療システム 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 保健第一グループ 協力金額（評価時点）：3億 1,800 万円 

 

協力期間 
(R/D): 2012 年 2 月～2016 年 1 月 

（48 ヶ月） 

先方関係機関：厚生省 PHC 総局、カアグアス県衛生局 

(延長):最大 1年間 日本側協力機関：国際協力機構 

(F/U) : 他の関連協力： 

1-1 協力の背景と概要 

パラグアイでは、周辺国と比べ、母子保健の指標が悪い。この要因として、未整備な地域保健行政、医療従事

者の技術・知識不足、インフラ・医薬品不足、医療施設へのアクセス問題等が挙げられる。これに対し、パラグ

アイ政府は、第一次保健医療サービスへのアクセス改善を優先政策の一つとして掲げ、厚生省はプライマリーヘ

ルスケアの強化のため地域の予防と治療を包括的に行う保健医療チーム「家族保健ユニット（Unidades de 

Salud de la Familia、以下「USF」と記す）」を設置した。しかし、USF の規程やマニュアルならびに県レベル

での実施体制の未整備に加え、USF の人員不足と配置されている人材の能力不足等が課題となっている。この状

況を改善するため、JICA はカアグアス県で、2012 年 2 月から 4 年間を協力期間として「パラグアイ国プライマ

リーヘルスケア体制強化プロジェクト」（以下「本プロジェクト」）を実施中である。今回プロジェクトが終了す

るに当たり、これまでの実績と計画に対する達成度、評価 5 項目の観点から評価を行うべく、パラグアイのカウ

ンターパートと合同で終了時評価を実施した。 

 

1-2 協力内容 

JICA はカアグアス県において、USF を核とした保健医療サービス体制の整備を目的とし、USF 関係者の能力強

化や、研修実施能力の強化等に取り組んでいる。 

(1) 上位目標：プロジェクトの対象地域において、母子保健水準が向上する。 

(2) プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備される。 

(3) 成果： 

1) 厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

2) カアグアス県における USF 活動に関係する保健行政機関、保健サービス提供機関及びガバナンス（医療審議

会）の運営管理能力が向上する。 

3) カアグアス県における USF の包括的マネジメント能力（臨床的、行政的、住民参加促進）が向上する。 

4) 県レベルの救急連絡体制の確立が支援される。 

 

(4) 投入（評価時点）： 

日本側：総投入額 3億 1,800 万円 

長期専門家派遣：2名 機材供与：6,919,303 円（568,741 米ドル1） 

短期専門家派遣：日本人 7名、第三国専門家：8名、研修員受入：6名 

ローカルコスト負担（第三国専門家派遣費含む）：66,055,662 円（542,953 米ドル） 

                                                  
1 交換レート：1ドル=121.66 円（ローカルコスト負担額も含め、2015 年 8 月の OANDA 交換レートの平均値にて換算、ガ

ラニーからの交換レートは、1米ドル=0.00022 ガラニーで算出。） 



ii 
 

相手国側： 

カウンターパート配置：17 名 

土地・施設提供：厚生省内事務所スペース、カアグアス県衛生局内事務所スペース 

ローカルコスト負担：3,413,072,500 パラグアイガラニー（750,875 米ドル） 

2. 評価調査団の概要 

 調査者 団長・総括：杉下智彦 JICA 人間開発部 国際協力専門員 

協力企画：小笠原禎 JICA 人間開発部 保健第一グループ 保健第一チーム 

評価分析：中西政文 株式会社 JIN 

調査期間  2015 年 8月 22 日〜2015 年 9 月 11 日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1) プロジェクト目標：指標 2、3 は達成されたものの指標 1、4 が達成されていないため、プロジェクト目標は

未達である。 

1) 指標 1：「カアグアス県の USF における受診者数が 2012 年に比べ 50%増える。」 

達成状況：達成されていない。2012 からの指標数値の増加率は 35.8%である。 

2) 指標 2：「カアグアス県において、妊娠 4ヵ月までに妊婦健診を受けた率が 50%になる。」 

達成状況：達成された。妊娠 4ヵ月までの妊婦健診の受診率は 2014 年で 57.9%となった。 

3) 指標 3：「カアグアス県において、施設分娩率が 95%になる。」 

達成状況：概ね達成されている。カアグアス県の施設分娩率は終了時評価までで 94%に増加している。 

4) 指標 4：「カアグアス県の USF において継続的にコントロールされている高血圧患者の数が 2012 年と比べて

50%増加する。」 

達成状況：達成されていない。2012 年と比較して、2014 年の増加率は 25%であった。 

 

(2) 成果 1：達成されていない。 

1) 指標：「USF に関する諸業務公的文書が整理され、改訂が行われ、公的に認証される。」 

達成状況：現時点では本プロジェクトで作成したマニュアルやガイドラインは承認されていない。 

 

(3) 成果 2：達成されていない。 

1) 指標 1：「USF の基礎的機能評価の数値が改善される。」 

達成状況：カアグアス県の 41 の USF で評価を実施したが、USF の機能評価は定期的に実施されていないた

め、現時点では比較する対象がない。そのため、指標の達成度を測ることは困難である。 

2) 指標 2：「県衛生局が定期的に行ったモニタリングが 100%になる。」 

達成状況：達成された。カアグアス県衛生局は、6ヵ月毎以上の頻度でモニタリングを行っている。 

3) 指標 3：「USF 活動の年間資金計画が策定した市医療審議会の数が増える。」 

達成状況：達成されていない。本指標の数は終了時評価時点で、0（ゼロ）である。 

 

(4) 成果 3：達成された。 

1) 指標 1：「研修中央委員会によって認定された研修教材を用いて、実施された研修を受講した USF メンバーの

数が 500 以上になる。」 

達成状況：達成された。総勢で 1,235 名の USF メンバーが研修に参加した。 

2) 指標 2：「コミュニティでの健康教育の講習の数が増加し、終了時評価で 2,000 を超える。」 

達成状況：達成された。2014 年に実施された健康教育の講習会が計 4,368 回実施された。 
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(5) 成果 4：達成された。 

1) 指標：「USF から出産のために搬送された妊婦数が増加する。」 

達成状況：これまでの合計数が 200 件になり、中間レビュー時の 0（ゼロ）と比較して増加した。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 

1) 政策・方針面： 

①現パラグアイ政府は、貧困削減を大きな政策の柱として位置付けており、PHC はそのための重要な戦略となっ

ており、PHC の優先順位は高い。 

②本プロジェクトは、日本政府の国際保健政策や JICA 保健分野協力重点分野やその協力方針との整合性があ

る。国際保健政策 2011-2015 では、具体的な支援として行政能力向上やコミュニティベースの活動強化を挙げて

おり、本プロジェクトの活動と一致する。 

2) プロジェクト対象地域・社会のニーズとの整合性： 

カアグアス県はパラグアイ国の東部の中心に位置し、疾病分布においても人口動態においても典型的な県2で

あり、地理的にも他県への幹線道路が交わる地点にもなっている。今後想定される全国展開を考慮すると、当該

県で活動を行ったことは、妥当性が高いと言える。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトの有効性は中程度である。 

1) 成果とプロジェクト目標の論理構造： 

4 つの成果とプロジェクト目標との論理関係は以下の理由から、適切かつ十分であると判断できる。つまり、

プロジェクト目標の USF を核とした保健医療サービス体制の整備を進める上で、その体制がいかなるものである

かを明確にする必要がある（成果 1）。体制が明確化された後に、実際に体制を機能させる関係機関の運営面の

能力を強化し（成果 2）、USF レベルでのマネジメント能力が向上し（成果 3）、結果として USF を核とした保健

医療サービス体制の枠組みが整い、機能強化につながる。加えて、USF とその他の保健医療機関が患者のレファ

ラル、カウンターレファラルをし、相互につながる上で、救急連絡体制の確立は欠かすことが出来ない（成果

4）。 

2) プロジェクト目標の達成状況及び達成の見込み： 

プロジェクト目標は、指標 2は達成されているものの、現時点ではその他の指標が達成されていない。 

多くの指標が達成されていない原因として、一部活動の遅れが主に影響している。例えば、指標 4 に関し

て、高血圧患者に係る研修モジュールが作成されていない。 

また、指標 1 は目標値に達しておらず、現状の数値は 35.8%と目標値の 50%からは離れている。指標 3 は概ね

達成されているが、指標 1、4 の達成状況を考慮すると、終了までのプロジェクト目標達成は困難と判断され

る。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトの効率性はやや高いと判断され、さらに今後の改善が期待される。 

1) 投入の質・量・タイミング等について： 

本プロジェクトは 2 名の長期専門家が中心となり、5 名の日本人短期専門家及び 9 名のエルサルバドル人短期

                                                  
2 カアグアス県は、プロジェクト開始時において 5歳未満児の死亡率が 16.2、妊産婦死亡率が 146.9 と全国平均に近い数

値であった。また先住民が居住する地域が多く、コミュニティレベルの保健衛生状態は望ましくない。 
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専門家が JICA からの主な投入として活動に従事してきた。活動の量とプロジェクト実施期間を考慮すると投入

の量と質ならびにタイミングは、適切であった。 

2) 効率性に影響した阻害要因： 

本プロジェクト期間中、厚生省とカアグアス県の衛生局における大幅な人事異動が複数回起こった。このこと

は、関連する活動がそれらに応じて一旦ストップすると共に、活動が元に戻るまで時間がかかるなど、効率性の

一つの阻害要因であったと判断される。また、この人事異動の影響により、研修中央委員会が機能しなくなり、

それが研修モジュール作成の遅れの原因ともなった。 

さらに中間レビュー時点で、大幅な活動の遅れが確認されたが、その原因としてプロジェクトの実施のコンセ

プトが関係者の間で固まっておらず、関係者の間で PHC に関する理解が不足していたことが挙げられた。それ以

降上記の原因は解消され、遅れている活動の数は減少したが、終了時評価時点においても、実施が大幅に遅れて

いる活動がいくつか確認された。 

3) 効率性に影響した促進要因： 

カアグアス県にある研修地域委員会が、機能しなくなった研修中央委員会の機能を引き継ぎ、結果的に研修の

実施に関するメンバーの能力が高まり、研修に係る全てに業務において効率的に業務を行った。加えて、USF に

おいて様々な工夫が見られ、それが業務の効率を高めていると判断された。 

4) コスト面の効率性： 

本プロジェクトを通じて多くの機材が供与された。USF に供与された機材は有効に活用されている一方で、救

急調整センターに配備されたものは十分に活用されていなかった。 

 

(4) インパクト 

現時点で上位目標の達成見込みを判断することは困難であるものの、以下を総合してインパクトは発現しつ

つある。 

1) 指標 1：「第 5衛生行政区で妊産婦死亡率が出生 10 万対 50 以下になる。」 

達成状況：2014 年の数値は 72.3 であることから本指標は達成されていない。 

2) 指標 2：「第 5衛生行政区で 1歳未満児死亡率が出生 1,000 対 10 以下になる。」 

達成状況：2014 年の数値が、13.3 であることから本指標は達成されていない。 

3) コミュニティレベルにおける波及効果： 

USF で住民参加活動の活動が開始され、住民が自分の健康は自分達の責任でもあるという理解が深まり、より

積極的に地域の保健活動に参加するようになった。また、ある USF においては、寸劇が当該地域の先住民で演じ

られており、文化的な壁を超えた正のインパクトをもたらしている。 

4) 外部機関や他県への波及効果： 

他の開発パートナーが、本プロジェクトの活動について強い関心を示している。さらに、2015 年 7 月末にカ

アグアス県で実施されたシンポジウムで本プロジェクトのこれまでの活動内容や成果について発表した。そこで

は、USF の活動について参加者から称賛と強い関心を示す声があった。 

5) 負のインパクト： 

USF では分娩介助を行わない制度設計になっているため、特に遠隔地や貧困家庭等で自宅分娩が行われる点へ

の懸念があったが、カアグアス県の施設分娩率は 2013 年に 91.3%、2014 年に 93%と改善の傾向にあり、上記の

負のインパクトは発生していない。 

 

(5) 持続性 

政策・技術面の持続性はある程度高い。他方で、組織・財務面は十分とは言えない。 

1) 政策・制度面： 

厚生省の「保健医療分野政策 2013-2018」では、PHC は貧困対策の一部として優先順位が高く置かれ、当面は
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その政策的な位置付けは変わらないことが見込まれる。また、今後もカアグアス県やパラグアイ国内において

USF を核とした PHC の実施体制も継続され、さらに強化されることが期待できる。他方で、これまで本プロジェ

クトで作成・構築されてきたマニュアル及びガイドライン、地域研修委員会の活動等が厚生省によって公式に承

認されておらず、それが PHC 実施の持続性を阻害する要因となっている。 

2) 組織・財務面： 

厚生省の PHC 総局を中心とした関連総局が PHC の実施方針や戦略を策定し、県衛生局がそれを実施し、活動状

況や保健指標に関するモニタリングを行う。過去 4 年間これまでのプロジェクト実施期間において PHC の実施体

制に変更がなかった状況を鑑みると、その体制は今後も維持される見込みが高い。 

また、調査において、本プロジェクトに係る主要関係者が PHC に関する高い認識と今後の実施に関する強い意

欲を持っていることが確認された。そのため、USF を核とした PHC 実施が今後も継続されることが期待できる。 

他方で、厚生省の PHC に係る予算に関しては、2014 年から 2015 年にかけて減少傾向にあることが確認された
3。厚生省全体の予算も過去数年においては、横ばい状態で増加していない。従って、USF を核とした PHC を全国

で展開していく上で、十分な予算が確保されるか現時点では不透明である。 

3) 技術面： 

カアグアス県内の USF の職員や県衛生局職員らで構成される研修地域委員会が USF 教育用モジュールを作成し

た。そして、このモジュールを活用した関係者の研修の実施能力が高まり、質の高い研修の提供が可能になった

ことは、PHC の実施展開の技術的側面において大きな貢献要因である。 

加えて、寸劇に代表される住民参加型のアプローチは、先住民でも主体的に参加することが出来、文化的にも

受容される方法であることが把握出来た。異なるタイプの住民が USF へのオーナーシップを高めることは、活動

や運営に関する持続性を高める要因となる。また、本プロジェクトでは参加型でコミュニティ診断を行い、収集

した情報を住民と共有し、USF の年間活動計画の作成も住民と協同で実施している。PHC コーディネーターや

USF スタッフ等の関係者等が、住民参加手法の本来の目的や意義を適切に理解し、自分達で工夫を行いながら活

動している点は持続性を高める要因である。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

最も顕著であった例としては、成果 3 に係る活動である。成果 3 の指標は 2 つとも達成されている。その要因

として研修地方委員会の活動促進を行い、USF 活動のための研修教材を策定・実施し、研修効果に関するモニタ

リング・評価を効果的に行ったことが挙げられる。成果 3 の達成は、プロジェクト目標を達成するための重要な

コンポーネントであり、その指標である施設分娩率の改善等に寄与したと考えられ、人材育成を不可欠な要素と

した位置づけた計画内容の効果の発現が確認された。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

中間レビューまでのプロジェクトの前半において PHC を先行的に実施しているエルサルバドルにプロジェクト

の主要な関係者を派遣し、現地視察を行った。また、本邦研修の実施やエルサルバドルからの専門家による研修

を実施したことにより、プロジェクト関係者の能力強化や動機付けを図ることが出来、プロジェクトの効果発現

に貢献した。 

また、プロジェクト後半における業務量の増加に伴い、カアグアス県の PHC コーディネーターを 1 名から 3 名

に増員し、その後 5名体制とし、以前より多くの業務に対応できるようになった。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

                                                  
3 厚生省の情報によれば、2014 年の PHC の為の予算は、205,971,079,989 グアラニーであったのに対し、2015 年の PHC の

為の予算は、187,650,960,053 グアラニーであり、約 9%減額された。 
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(1) 計画内容に関すること 

中間レビューにおいて協議が行われ PDM の改訂がなされたものの、USF のモデル化を図り、包括的なパッケー

ジを形成し、USF を核とした PHC モデルを展開するための戦略策定に関連した成果や活動案が PDM に含まれてお

らず、本プロジェクト前半では関連する活動が行われなかった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

現厚生大臣と現厚生副大臣は本プロジェクトに対し非常に協力的であり、現在の PHC 総局長も PHC に関する理

解が深く、本プロジェクトに対して協力的な姿勢を示している。そのため、現在は円滑な活動実施や成果発現が

できる環境にあるが、本プロジェクト開始以来、大統領が 2 回交代し、その度に厚生省の関係総局長や第 5 衛生

行政局長等の主要なカウンターパートも交代した。また、それ以外の時期に、PHC 総局の局長が 2 回、カアグア

ス県の衛生局長が 1回交代した。この状況は本プロジェクトの進捗にも大きく影響した。 

中間レビュー時点で、USF のコンピテンシーや機能は明確になっておらず、関係者の間でそれらに関する共通

した認識がなかったため、中間レビューにてそれらを改善するための活動を追加した。 

プロジェクトの途中で起こった厚生省の人事異動により、研修中央委員会が機能しなくなった。それは、研修

モジュール作成の遅れの原因となった。しかし、カアグアス県にある研修地域委員会が研修中央委員会の担って

きた機能を引き継ぎ、研修地域委員会の研修の計画・実施・評価の機能が強化され、中間レビュー以降、より効

率的に研修に係る業務を行うことが出来た。 

 

3-5 結論 

本プロジェクトの妥当性は高い。パラグアイの国家保健政策や日本の援助方針と整合性が高い。 

有効性は、中程度である。PDM の成果とプロジェクト目標との論理関係は適切である。他方で、活動の遅れか

ら成果が発現されていないものがある。 

効率性は、やや高く、今後さらなる改善が期待できる。研修地域委員会が適切に運営されており、効率的に研

修を計画し、実施している。他方で、厚生省およびカアグアス県衛生局において多くの人事異動が行われ、プロ

ジェクト実施の効率性に負の影響を与えた点は否めない。 

インパクトは、発現しつつある。他の開発パートナーは、本プロジェクトの住民参加に係るアプローチや実施

方法に強い関心を示しており、プロジェクトの成果を他県で実施したいと考えている。 

持続性は、組織・財務面については十分とは言えない。他方で、政策・技術面については、一定のレベルに達

している。厚生大臣および厚生副大臣をはじめとした主要関係者は USF を基盤とした PHC の今後の実施に向けて

強い意欲を有している。 

住民参加の活動に関しては、中間レビュー以降、非常に大きな進展を見せた。カアグアス県衛生局や USF のス

タッフが住民参加活動の意義を適切に理解し、活動が促進され、住民が USF の活動に、より積極的に関わるよう

になる等の効果があり、USF の活動の持続性を高める要因となっている。 

上記の 5 項目評価の結論を踏まえ、USF を核とした PHC の全国展開のための戦略策定及び、より幅広い健康課

題に対応することを視野に入れた USF の新たな機能強化に向けた制度的・政策的な枠組みの見直しが重要であ

る。よって、カアグアス県で構築されたモデルの継続的な発展と新しい方向性の政略的策定や実施体制を強化す

るため、プロジェクト期間を延長させる必要があると判断される。 

 

3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクトへの提言 

1) USF の機能が強化され、世帯訪問や住民主体の保健啓発活動の推進によって、これまで見えなかった健康課

題が顕在化されている。例えば、十代の望まれない妊娠、障碍者、非感染症等の重要性が浮き彫りになってき

た。今後、これらの課題に対応していくため、将来の USF に関する支援の方策を展望することが重要である。 
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2) 保健推進員がいない USF での実施モデルの検証は、まだ行われていないため、早急に検証される必要があ

る。保健推進員の代わりとなる保健ボランティア等の地域リソースの活用が重要である。 

3) 地域研修委員会などの業務所掌を明確にし、職務として遂行できるような制度化を進めることで、USF モデ

ルにおける人材育成を継続的に行う基盤を整備することは、大変重要である。 

4) 本プロジェクトにおいて構築された USF 実施モデルの国家承認および全国展開のためのロードマップ等を含

む出口戦略を C/P やステークホルダーと共に作成・モニタリングを行うことが重要である。 

 

(2)カアグアス県レベルへの提言 

USF の運営に関する資金フローを効果的及び効率的に実施するための見直しが求められており、より効果的で

包括的な実施のための効果的な資金フローを検討することは急務となってきている。 

 

(3) 厚生省への提言 

1) USF の実施モデルについて国家承認を促進するとともに、全国展開におけるロードマップを明確にし、国家

プログラムとしての政治的な動きを醸成していくことが期待される。 

2) USF の継続的な発展のために、政府は 2018 年までに USF を 40%増設することを実現するための財政的なコミ

ットメントが期待される。施設の拡充のみならず、適切な人員の配置と継続教育の実施のために予算規模の拡充

が最優先課題であると考えられる。税制改革や、国家プログラムとして他の省庁の予算を充当できるような仕組

みならびに地方自治体による資金的なコミットメントの増加等による新しいアイディアが求められる。 

3) USF の将来的な機能強化のために、USF の運営と活動は、厚生省のみならず他省庁との連携が必要とされる状

況になりつつあり、マルチセクターによる支援体制強化を考慮することは重要である。 

4) 保健推進員の配置を増やし、USF の機能強化を通して PHC 活動を促進することが期待される。 

5) 本プロジェクトにおいて構築された USF 実施モデルの全国展開の実施モニタリングを行う。 

 

(4) JICA への提言 

基礎となる継続教育モジュールの完成や保健推進員がいない実施モデルの検証、USF モデルの制度化支援など

の重要課題をプロジェクトとして支援することは、USF が次の段階に進むための必要最低条件である。よって、

これらを実施する為の適切な期間延長について検討することが重要である。 

 

3-7 教訓 

1) パラグアイでは慢性疾患の増加における対策が急務になっている背景を踏まえ、パラグアイ政府は USF とい

う新しい実施体制を打ち出したことの意義は大きい。特に、USF におけるコミュニティレベルでの出産サービ

スを廃し、家庭医を志望する医師を USF に配置するとともに、住民参加活動を通じたヘルスプロモーション

活動の実施体制を強化したことは、USF の実施展開戦略の策定に寄与した。 

2) 住民参加型ヘルスプロモーション活動を促進するために、寸劇等を通して住民が自分たちの健康課題につい

て認識し、その課題解決に向けた取り組みを USF と共に行うようになった。また、住民参加型の活動が、USF

に勤務する医療従事者の PHC に対する理解の促進等に繋がり始めていることの意義は大きい。 

3) 研修地域委員会が機能し、現場のニーズに即した研修プログラムの円滑に実施できた。そのため、研修地域

委員会を各県に設置することは有効と考えられる。 

4) 文化・風習・経済レベルの類似する国4で、第三国研修および当該国からの第三国専門家派遣を行うことで、

プロジェクト関係者は PHC 実施の具体的なイメージが沸き、動機づけが図られた。 

5) 中間レビューが、評価だけでなく実施促進のための技術的アドバイスを行い、関係者間の意識の向上や活動

                                                  
4特にエルサルバドルから派遣された第三国専門家の特定分野に対する技術力と日本人専門家のマネジメント力の相乗効

果は、プロジェクトの実施促進に貢献した。 
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の促進及び成果の発現に繋がったことは他プロジェクトの評価の在り方の参考になる。 

 

3-8 フォローアップ状況 

本プロジェクト活動期間終了後に、最大で 1 年間の延長を検討するが、その期間以下の 3 つの活動に傾注する

ことを提案したい。1) 計画されていた 10 の研修モジュールの最終化とそれらモジュールの導入研修の実施、2) 

保健推進員の配置されていない USF における住民活動促進のための実施モデルの検証及び今後の戦略の策定、3) 

プロジェクトで構築した仕組みの制度化やマニュアルなどの成果品の国家承認。カアグアス県で実証された USF

の包括的実施モデルの国家承認も目指す。さらに、PHC の為の USF 政策の国家プログラム化へのロードマップの

策定が期待される。 
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Evaluation Summary 

1. Project Summary 
Country: Republic of Paraguay Project Title: Project for Strengthening Primary Health Care System 

in the Republic of Paraguay 
Sector: Health, Health system Scheme: Technical Cooperation 
Department in Charge: Human Development 
Department, Health Group 1, Health Team 1 

Total Amount for Technical Cooperation (until the Mid-term 
Review): 318 million yen 

 
Term of 
Cooperation 

(R/D): February 2012–January 2016 

(Total 48 months) 

Implementing Partners: Ministry of Public Health and Social 

Welfare, Directorate General of Primary Health Care (hereinafter 

"PHC"), Directorate of Sanitation in the 5th Sanitary Region 

(Extension): Maximum 1 year Implementing Agency: Japan International Cooperation Agency 

(F/U):  Other Related Institutions:  

1-1 Background of Assistance and Purpose of the Review Study 
In Paraguay, the health indicators are relatively worse than those of other surrounding countries. Factors in this 

situation are the underdeveloped regional health administration, insufficient skills and knowledge of health care 
workers, inadequate infrastructure, insufficient amounts of medicine, and difficulty accessing health facilities. To 
ameliorate this condition, the Paraguay government have prioritized a policy of improving access to first level health 
services, and the Ministry of Public Health and Social Welfare (hereinafter "MHSW") established the Unidades de 
Salud de la Familia (hereinafter "USF"). Not only are the rules and manuals to implement PHC at the provincial level 
undeveloped, but also there are insufficient human resources at USF and a lack of human resources capacity. In order to 
improve this situation, the Japan International Cooperation Agency (hereinafter "JICA") has been implementing the 
Project for Strengthening the Primary Health Care System in the Republic of Paraguay (hereinafter "the Project") in the 
5th Sanitary Region5 since February 2012 for four years.  
 

1-2 Project Outline 
JICA has implemented the Project to establish a health service system with a central role played by USF in Caaguazú 

Department for the purpose of building the capabilities of USF staff, etc. 
(1) Overall Goal: In the Project target area, the level of services for maternal and newborn care is to be improved. 
(2) Project Purpose: In the Project target area, a health service system with USF having a care function is to be 

organized. 
(3) Outputs: 

1) The functions and responsibilities in PHC at all service levels from USF to the Ministry of Public Health and 
Social Welfare are to be defined. 

2) The management capabilities of health service institutions are to be strengthened in areas where USF is 
implementing activities. 

3) The capabilities of USF are to be improved. 
4) A regional emergency communication system is to be established. 

(4) Inputs (Until the final evaluation): 
Japanese Side: Total Cost 318 million Yen 

Long Term Experts: 2 experts; provision of equipment: 6,919,303 yen (568,741 US dollars6) 

                                                  
5 In Paraguay, sanitary regions are divided by departments. Caaguazú Department is the 5th Sanitary Region. 
6 Exchange rate: 1 US dollar = 121.66 yen (Including local costs, the rate from US dollars to Yen is calculated using 
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Short Term Experts: 2 Japanese experts, 8 third country experts; trainees sent to Japan: 6 trainees 
Local Cost (Includes dispatch of third county experts): 66,055,662 yen (542,953 US dollars) 

Paraguay: 
Counterparts: 17 members 
Provided Spaces: Office space in the MHSW and Department of Health in Caaguazú Department 
Provided Resources: 3,413,072,500 Paraguay Guarani (750,875 US Dollars) 

2. Study Team Members 
Members Dr. Tomohiko Sugishita (Team Leader), 

Mr. Tadashi Ogasawara (Cooperation Planning),  
Mr. Masafumi Nakanishi (Evaluation Analysis) 

Duration August 22, 2015–September 11, 2015 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
3. Summary of Evaluation Results 
3-1 Achievements Attained by the Project 
(1) Project Purpose: Not achieved (only indicator 2 and 3 are achieved.) 
1) Indicator 1: The number of patients that used USF in Caaguazú Department is to increase by 50% compared to 

2012. 
Achievement level: Not achieved. The rate of increase in patients using USF since 2012 is 35.8%. 

2) Indicator 2: The rate of pregnant women who received prenatal checkups prior to the fourth month of pregnancy in 
Caaguazú Department is to exceed 50%. 
Achievement level: Achieved. The indicator in 2014 is 57.9%. 

3) Indicator 3: The facility delivery rate in Caaguazú Department is to reach 95%. 
Achievement level: Not Achieved. It is 94% as of the time of the Terminal Evaluation. . 

4) Indicator 4: The number of hypertensive patients who are being managed by USF in Caaguazú Department is to 
increase by 50% compared to 2012.  
Achievement level: Not Achieved. It is increased by 25% in 2014 compared to 2012.  

 
(2) Output 1: Not achieved 
1) Indicator: Documents such as manuals and guidelines related to USF are to be revised and officially approved by 

the Paraguay government. 
Achievement level: None of the manuals and documents developed by the project have been approved yet. 

 
(3) Output 2: Not achieved 
1) Indicator 1: The figures for the basic functional evaluation of USFs are to be improved. 

Achievement level: A basic functional evaluation was conducted at 41 USFs in Caaguazú Department, but this is 
not conducted regularly. Therefore, it is difficult to measure the achievement level of this goal. 

2) Indicator 2: Routine monitoring conducted as scheduled by the Directorate of Sanitation in the 5th Sanitary Region 
is to reach 100%. 
Achievement level: Achieved. The Directorate of Sanitation in Caaguazú Department has conducted monitoring at 
least every 6 months. 

3) Indicator 3: The number of annual budget plans for USF activities developed by City Medical Councils is to 
increase. 

                                                                                                                                                                       
the OANDA average rate in August 2015. As for the rate from Guarani to US dollars, it is calculated based on 1 US 
dollar = 0.00022 Guarani.) 
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Achievement level: Not achieved. The number of City Medical Councils which developed an annual budget plan 
for USF is zero (0) at the time of Terminal Evaluation. 

 
(4) Output 3: Achieved 
1) Indicator 1: The number of USF staff who attended training by using training materials approved by the Central 

Training Committee (hereinafter "CTC") is to exceed 500. 
Achievement level: Achieved. The total number of USF staff who attended training reached 1,235 in total through 
the Project.  

2) Indicator 2: The number of health promotion activities in communities is to exceed 2,000 by the time of the 
Terminal Evaluation. 
Achievement level: Achieved. 4,368 health promotion activities were conducted in 2014. 

 
(5) Output 4: Achieved 
1) Indicator: The number of patients transferred from USF due to delivery is increased. 

Achievement level: Total figure of 2014 and 2015 for this indicator becomes 200. It has increased from zero (0) 
compared to the Mid-term Review. 

 
3-2 Summary of Review According to Five Criteria 
(1) Relevance 

The level of relevance to the project is high. 
1) Policy Aspects: 
① The government of Paraguay has prioritized poverty reduction in its policies. PHC is one of the important strategies 

to achieve poverty reduction so that the priority of PHC is high. 
② This project is relevant to the "Global Health Policy 2011–2015" of the Japanese government and the JICA 

assistance policy in the health sector. In the Global Health Policy 2011–2015, the improvement of governmental 
administration capacity and the strengthening of community based activities are set as a high priority, and these 
matched the intentions of the Project. 

2) Appropriateness in Selection of the Target Areas/Relevance to Social Needs: 
Caaguazú Department is located in the middle of the eastern part of the country. The types of common health 

problems and characteristics of its population are typical for the country as a whole. There are major roads connected to 
other Departments in the country. The relevance of the project is considered to be high because implementation of PHC 
through applying a model across the country is expected after the end of the Project.  
 
(2) Effectiveness 

The effectiveness of the project is at a medium level. 
1) Logical Relationship between the Outputs and the Project Purpose in the PDM: 

The four Outputs and the Project Purpose have a logical relationship, and sufficient Outputs are set. The four Outputs 
mentioned above are necessary to realize the Project Purpose. 
2) Achievement Level of the Project Purpose: 

The Project Purpose is partially achieved, but it is not fully achieved. Only the second goal is achieved. 
Delay of project activities caused the insufficient achievement of indicators. For example, training materials for a 

module about hypertensive patients have not been developed yet. 
The increased rate of the number of patients who utilized USF in 2014 is 35.8%, which is far from the target figure 

of 50%. Considering these facts, it will be difficult to achieve the Project Purpose in the project period. 
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(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is relatively high, and it is expected to be improved even further. 
1) Quality, Quantity and Timing of Inputs: 

Two long term experts played central roles to implement the Project, and five short term Japanese experts as well as 
nine short term experts from El Salvador provided expertise in specific areas as JICA's major human resource inputs. 
Considering the volume and the term of the project, the quantity and quality as well as the timing of the inputs are 
appropriate. 
2) Hindering Factors on Project Efficiency: 

There have been several personnel changes in MHSW and Directorate of Sanitation of Caaguazú Department since 
the beginning of the project, causing the stagnation of the project. 

At the point of the Mid-term Review, some activities were significantly delayed. It was because that the concept of 
the Project was not clearly determined among the core members of the project. Moreover, the main staff of the Project 
did not have a thorough understanding of PHC. These situations were improved after the Mid-term Review, but even 
after the Terminal Evaluation, several activities were recognized as substantially delayed.  
3) Promoting Factors for Project Efficiency: 

The Regional Training Committee (hereinafter "RTC") took over the functions of the CTC, and as a result, the 
abilities of the members of the RTC to implement the training improved. It led to more efficient work for all training 
activities. Moreover, USFs made various efforts to improve works, and these were recognized as contributions for 
better efficiency. 
4) Efficiency Related to Cost: 

The Project provided pieces of equipment. These are utilized at USF, but the electric devices provided to a 
prospective emergency coordination center have not been used. 
 
(4) Impact 

The Terminal Evaluation team has recognized there have been positive impacts. 
The overall goal has not been achieved yet. It is difficult to evaluate the achievement level of the overall goal at this 

point. 
1) Indicator 1: The Maternal Mortality Rate per 100,000 live births in the 5th Sanitary Region is below 50. 

Achievement level: Not Achieved. The Maternal Mortality Rate per 100,000 live births in 2014 is 72.3. 
2) Indicator 2: The Infant Mortality Rate per 1,000 live births in the 5th Sanitary Region is lower than 10. 

Achievement level: Not Achieved. The Infant Mortality Rate per 1,000 live births in 2014 is 13.3. 
3) Impact at the Community Level: 

In community participation activities implemented in the USF, local communities deepened the understanding of 
their responsibilities for their own health, and they participate in activities for community health promotion more 
frequently and more spontaneously than before. At one USF, local community performed a short play as a part of the 
participatory approach. 
4) Impact to Other Development Partners and Other Provinces: 

Other development partners have shown interest in the activities of the Project. Additionally, at the symposium held 
on July 30, 2015 in Caaguazú Department, government staff and USF staff from other provinces were invited and they 
learned about the experiences in Caaguazú Department. At the symposium, there were opinions that the practices 
conducted by the Project in Caaguazú should deserve praise, and some of the participants expressed their strong interest 
in adopting methods of implementing PHC. 
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5) Negative Impacts:  
USF does not provide birth assistance service. Particularly, in remote areas and lower income families, there was a 

concern that pregnant women in these circumstances may give birth in their homes, but the facility delivery rate in 
Caaguazú Department has improved in the past few years. Therefore, no negative impact regarding this concern has 
been recognized. 
 
(5) Sustainability 

On the one hand, the sustainability in policy and technical aspects is high to a certain degree. On the other hand, 
sustainability in institutional and financial aspects is not well developed. 
1) Policy Aspects:  

The MHSW prioritizes PHC as one of the important strategies in its policies to achieve poverty reduction and the 
importance of policy seems to remain the same for a while. Also, in Caaguazú Department and Paraguay, the 
implementation mechanism of PHC, in which USF plays a central role as a health service provider, will be continued 
and expected to be strengthened further. However, manuals and guidelines developed by the Project have not been 
approved by the MHSW. These factors hinder the sustainability of the Project. 
2) Institutional and Budget Aspects: 

The Directorate General of PHC and the related Directorate of the MHSW formulate policies and strategies to 
implement PHC, and provincial governments such as the 5th Sanitary Region implement these and monitor health 
indicators. There is a high probability that this mechanism will continue. 

Core members related to PHC have a deep understanding about PHC and show strong commitment to continue 
implementing the Project. Therefore, it is expected that PHC will be implemented to provide health services to as many 
people as possible. 

At the same time, the budget for PHC in the MHSW was decreased from 2014 to 2015.7 The entire budget of the 
MHSW has continued to be the same in the past few years. It is unclear whether the MHSW is securing sufficient funds 
to implement PHC. 
3) Technical Aspects: 

The ability to provide training modules for USF conducted by the RTC is strengthened. It makes them provide a 
higher quality of training and it contributes to raise the level of training significantly in the long term. 

Besides that, the community participatory approach represented with the short play creates opportunities for local 
communities to participate in health promotion activities. The Project has learned that the participatory approach is 
acceptable for local populations from different cultures. Therefore, a participatory approach is an effective approach to 
enhance ownership by different types of people in a USF, which strengthen the sustainability of the USF activities and 
operation. Moreover, this project conducts community diagnosis and shares collected information with people in the 
community to develop an annual activity plan for USF. PHC Coordinators and USF staff precisely understand the 
meaning of the participatory approach, and these staff on the frontline invent the most appropriate way to implement 
this through their own judgment. This is a factor that leads to higher sustainability for the Project.  
 

3-3 Positive Factors for the Project 
(1) Positive Factors in the Plan: 

Both goals for Output 3 have been attained. As factors supporting this, promotion of the RTC, development of 

                                                  
7 According to information of the Ministry of Public Health and Social Welfare, the budget for PHC in 2014 was 
205,971,079,989 Guarani. The budget for PHC in 2015 is 187,650,960,053 Guarani. About 9% of the budget was 
reduced from 2014 to 2015.  
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training materials in regards to USF activities, as well as the monitoring and evaluation of training impacts are major 
factors that support the achievement above. Output 3 is an important component for achieving the Project Purpose. 
Activities for Output 3 contributed to achieve one of the indicators in the Project Purpose. Effects are produced out of 
the plan, where human resource development is included as an essential component. 
 
(2) Positive Factors in the Implementation Process: 

In the early period of the Project, the Project core members were dispatched to El Salvador to study an advanced 
practice of PHC. Additionally, training in Japan and training conducted by experts from El Salvador also helped 
stakeholders to strengthen their capacity and to improve their motivation toward project implementation, which 
contributed to their bringing effects to the project. 

Also, as the work volume has increased, the number of PHC coordinators has increased from 1 to 3. Later on, the 
number increased from 3 to 5. It helped the Project to deal with the larger volume of work. 
 

3-4 Problems and Causes of the Problems 
(1) Factors in the Plan: 

During the Mid-term Review, the Project changed the PDM version 0 (zero) to PDM version 1. However, the 
revision of the PDM lacked the plan and strategy to develop the PDM model which focused on USF. 
 
(2) Factors in the Implementation Process: 

Since the beginning of the Project, the President of the Paraguay changed twice, and when it happened, Directors and 
other Directorate Generals as well as the Director of the 5th Sanitary Region also changed. In addition to that, the 
Director of the Directorate General of PHC changed twice and the Director of the 5th Sanitary Region changed once. 
This personnel reshuffling negatively affected the progress of the project implementation. Even so, the current Minister 
and the Vice Minister of the MHSW show very supportive attitudes to the Project, which will positively affect the 
project implementation. The current Director of the Directorate General of PHC has a deep understanding and a 
contributive attitude towards the Project. It supports smooth implementation of activities and realization of outputs. 

Personnel changes during the project implementation period stopped the functions of the CTC. It caused the training 
modules to be delayed. However, the RTC in Caaguazú Department took over the functions of the CTC, it strengthened 
the capacity of the RTC in terms of planning, conducting, and evaluating training. As a result, training activities were 
implemented more efficiently after the Mid-term Review. 
 

3-5 Conclusion 
This project has a high-level of relevancy. It matches the health policies of Paraguay and Japan. 
The effectiveness is at a medium level. The logical relationship between the outputs and project purpose is 

appropriate. Several outputs, however, have not been realized yet due to the delay of the activities.  
The efficiency of the Project is relatively high, and it is expected to be improved further. 
There had been many major personnel changes in the MHSW and in the 5th Sanitary Region since the beginning of 

the Project. Although it negatively affected the efficiency of the project implementation, The RTC operation was 
effective and it carries out efficient planning and implementation of the Project. 

Positive impacts are gradually being recognized. Other development partners and concerned staff in other provinces 
have shown interest in having the activities implemented in their areas. They would like to integrate methods and tools 
of implementing PHC activities in their own target areas or provinces. 

The sustainability of institutional and financial aspects is not well developed. On the other hand, sustainability in 
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policy and technical aspects are high to a certain degree. The Minister, the Vice Minister, and other core staff of the 
Ministry show a strong commitment to continue implementing PHC, in which USF plays a key role.  

As for community participation, after the Mid-term Review, major progress has been made. Promotion of the 
participatory activities has had the effect that people in the community join activities for USF more frequently and 
spontaneously.  

It is important that strategic planning for disseminating the USF model, which has USF as a core function, includes a 
framework review from an institutional and policy point of view. Therefore, an extension of the project period is 
necessary to continue practicing the model of the project in Caaguazú Department and to develop a new direction for 
PHC as well as to strengthen the implementation mechanism. 
 

3-6 Recommendations 
(1) Recommendations for the Project 
1) The functions of USF should be strengthened. Through visiting home and community health promotion activities, 
the remaining challenges for the health program have been clarified. For example, the significance of undesired 
pregnancies, people with disabilities and non-communicable diseases have become apparent. In the future, tackling 
these health challenges is expected. Hence, prospecting measures to support USF considering the future situation are 
essential. 
2) A validation of the implementation model at USFs, where no health promoters are working, has to be conducted as 
soon as possible. The utilization of resources such as health volunteers in place of health promoters, and the validation 
of the model which pays attention to lifting the motivation for health volunteers. 
3) It is very important to clarify the mandates of the RTC and create a system for it to perform the Committee's duties 
as official government work, which supports the establishing of a foundation of the model to continue providing 
training. 
4) Approval of the USF implementation model established by the Project, and formulation of an exit strategy that 
includes a road map to implement this nationwide with counterparts and stakeholders 
 
(2) Recommendations for Caaguazú Department 
A review of the funding flow is needed. It is imperative to implement PHC more effectively and comprehensively as 
well as considering and exploring effective funding flows to solve social issues cross over the health sector. 
 
(3) Recommendations for MHSW 
1) The MHSW is expected to promote official approval of the USF model. At the same time, the Ministry is also 
expected to clarify a roadmap of nation-wide implementation and to create political momentum as a national program. 
2) The government of Paraguay is expected to make a financial commitment to realize a 40% increase of USF by 2018 
for continuous growth. Not only the expansion of facilities, but also allocation of human resources, as well as an 
increase in the budget for continuous education is considered the most prioritized challenges. If necessary, a reform of 
the taxation system, and a system development of the budget allocation from a different Ministry because of an 
advantage of the national program should be considered. A new idea, including financial commitment by local 
government, has growing demand.  
3) In order to strengthen USF functions, not only cooperation within the MHSW but also cooperation with other 
Ministries is needed. It is important to consider strengthening the support system for USF by multiple sectors.  
4) The Ministry is expected to promote PHC activities through increasing the number of health promoters and 
strengthening USF functions. 
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5) Conduct monitoring on the USF model, which is established by the Project, when it is implemented nationwide.  
 
(4) Recommendations for JICA 

The completion of the development of modules for continuous training and the validation of an implementation 
model does not require health promoters, and they support the systematizing of the USF model, which is essential for 
USF to move forward to the next step. To do so, appropriately consideration of the extending of the project period is 
necessary. 
 
3-7 Lessons Learned 
1) Based on the situation that measuring the growing numbers of patients with chronic diseases in Paraguay is 

imperative, it is quite meaningful that the government of Paraguay has positioned USF as a new measure for 
chronic diseases. In particular, the abolishing of delivery services, the placing of doctors who wish to be family 
doctors at USF, and strengthening community health promotion activities has contributed to develop USF 
implementation strategy.  

2) People in the community understand their own health issues better and strive to improve their health through a 
short play. In addition, the Project learned that community participation activities help USF staff to understand 
PHC better. 

3) The RTC functions well, and it provided training that proactively meets the needs of USF promoted project effects. 
Therefore, setting up a RTC to implement PHC in all the Provinces is effective. 

4) Not only by providing training in a country which has a different culture, customs, and economic level,8 but also by 
providing training conducted by a country which has similarities to the above, counterparts and stakeholders of the 
Project were able to form a detailed image of PHC, the stakeholders themselves were motivated. 

5) The Mid-term Review not only evaluated the Project but also provided technical advice for better project 
implementation. The way that the Mid-term Review of the Project was conducted lead to improvement of 
stakeholder awareness, as well as promotion of activities and realization of outputs. These can be good lessons for 
other projects. 

 
 
3-8 Follow-up Situations 

A one year extension at the maximum is being considered for the Project. During the extension period, the following 
three activities are suggested as focuses for implementation in the USF model. The first is the finalization of the 10 
training modules and the provision of introductory training in these modules. The second is examining the 
implementation model of USF, where no health promoters are working, and by formulating a strategic plan for further 
development. The third is obtaining national approval for systems and manuals developed by the Project. The Project 
also aims to obtain national approval for the USF model examined in Caaguazú Department. Furthermore, the Project is 
expected to develop a road map for the national USF program. 
 

                                                  
8 In particular, the technical knowledge and skills provided by experts from El Salvador and management abilities of Japanese experts 
created synergic effects and contributed to promotion of better implementation of project activities. 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 
1-1 調査団派遣の経緯と目的 

1-1-1 調査団派遣の経緯 
パラグアイ国では、妊産婦死亡率出生 10 万対 99（中南米平均 80）、5 歳未満児死亡率出生 1000 対 23

（中南米平均 19.7）（WHO、2010）等、周辺国と比べ、母子保健の指標が悪い。この要因として、未整

備な地域保健行政、医療従事者の技術・知識不足、インフラ・医薬品不足、医療施設へのアクセス問題

等が挙げられる。これに対し、2008 年 8 月に誕生したルゴ政権は、保健医療政策「生活の質と平等な健

康に向けた公共政策」の中で、第一次保健医療サービスへのアクセス改善を優先政策の一つとして掲げ、

これを受けて厚生省はプライマリーヘルスケア（Primary Health Care、以下「PHC」と記す）総局を設置

し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を包括的に行う PHC の強化に取り組んでおり、保

健医療チーム「家族保健ユニット（Unidades de Salud de la Familia、以下「USF」と記す）を設置した。

この USF を中心に地域保健サービスの改善を図っているが、PHC 実施のための規程やプロトコル・マニ

ュアル、県レベルでの実施体制が整備されていない、USF の人材への教育・訓練が十分ではない、USF
と地域病院等を含めた保健医療サービス機関の中で救急対応やレファラルを含めた連携を行うための仕

組みが整備されていない等の課題があった。 
このような状況を総合的に改善するために、カアグアス県を対象として、USF によって提供される地

域保健サービスの改善及びその効果の実証を目的に、パラグアイ国政府は、2010 年我が国に支援の要請

を行なった。国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、以下「JICA」と記す）は、カアグア

ス県において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備されることを目標に、厚生省において保健

医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確になること、USF の活動地域で保健医療サービ

ス機関及び行政機関の運営管理能力が向上すること、USF の能力が向上すること、県レベルにおける救

急連絡体制が確立されることを成果として、2012 年 2 月 1 日から 2016 年 1 月 31 日までの 4 年間を協力

期間として「パラグアイ国プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」（以下「本プロジェクト」

と記す）を実施中である。 
今般、本プロジェクトが 2016 年 1 月 31 日に終了するにあたり、終了時評価を実施し、これまでのプ

ロジェクト活動の実績、実施プロセス、プロジェクトの残り期間の課題を確認する。また、プロジェク

ト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導き、評価報告書に取り纏め、協議

議事録（Minutes of Meeting、以下「M/M」と記す）を締結する。 

 
1-1-2 調査目的と調査手順 

今回の終了時評価調査は、2016 年 1 月の協力終了を控え、これまでのプロジェクト活動の実績、実施

プロセスを確認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき評価を行う

ことを目的としている。また、プロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての

教訓を導き出すことを目的として実施する。 
評価作業は、以下の手順で行う。 

(1) プロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix、以下「PDM」と記す） Ver.1、活動計

画表（Plan of Operation、以下「PO」と記す）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、目標

の達成度を確認する。 
(2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジェクト関係

者へのインタビュー等を通じて、プロジェクトの終了時評価を実施する。 
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(3) 上記評価結果に基づき、プロジェクト終了までの活動内容・活動を進める上での課題やその対応策

について協議し、評価報告書の提言として取りまとめる。 
(4) 合同調整委員会において評価・協議結果を確認・合意し、M/M に取りまとめ、署名する。 

 
1-2 調査団の構成と調査日程 
1-2-1 調査団の構成 

本調査は、パラグアイ側と日本側の合同評価を通じて実施された。合同評価団の構成は以下のとおり。 
 

＜パラグアイ側評価団＞ 
氏名 所属・役職 

Lic. Angel Estigarribia 厚生省プログラム総局 
Dr. Gladys Estigarribia カアグアス県国立大学 
Dr. Carlos Coronel カアグアス県庁 
 
＜日本側評価団＞ 

担当分野 氏名 所属・役職 
団長・総括 杉下  智彦 JICA 人間開発部 国際協力専門員 
協力企画 小笠原 禎 JICA 人間開発部 保健第一グループ 保健第一チーム  
評価分析 中西  政文 株式会社 JIN 

通訳 菊池  エリカ

高橋  ナルミ  

 
1-2-2 調査日程 

終了時評価調査は、2015 年 8 月 22 日から 9 月 11 日にかけて実施された。詳細の調査日程は、次ペー

ジのとおり。 
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1-3 主要面談者リスト 
本調査期間中に聞取りや意見交換を行った主要な面談者は下記の表のとおりである。 

表 1. 主要面談者リスト 
 面談応対者 組織 役職 

1 Dr. Maria Teresa Baran 厚生省 副大臣 
2 Dr. Cesar Cristaldo Monzon 厚生省 PHC 総局 総局長 
3 Abog. Luis Velazquez Seiferheld 厚生省 PHC 総局 研究研修局 局長 
4 Lic. Nilda Dalva Recalde Mora 厚生省 PHC 総局 基準局 局長 
5 Dra. Celeste Pavon de Milltos 厚生省 PHC 総局 テリトリー局 局長 
6 Lic. Leticia Segovia 厚生省 PHC 総局管理局 局長 
7 Dr. Raul Latorre 厚生省医療サービスネットワー

ク総局 
総局長 

8 Lic. Gladys Galeano 厚生省 PHC 総局 プロジェクトマネージャー 
9 Dr. Marcos Martinez（局長）、 

Dr. David Cardozu、 
Dr. Rodrigo Farija 

厚生省 SEME 局長、職員 

10 Dr. Cristian Vera 第 5 衛生行政局 局長、プロジェクトサブディレ

クター 
11 Dra. Rosanna Escobar 第 5 衛生行政局 PHC コーディネーター、研修地

域委員会メンバー 
12 Lic. Florentino Zapatta 第 5 衛生行政局 PHC コーディネーター、研修地

域委員会メンバー 
13 Lic. Eloisa Recalde 第 5 衛生行政局 PHC コーディネーター、研修地

域委員会メンバー 
14 Lic. Celsa Salinas Alcaraz 第 5 衛生行政局 PHC コーディネーター、研修地

域委員会メンバー 
15 Lic. Silvia Soledad Villalba 第 5 衛生行政局 PHC コーディネーター、研修地

域委員会メンバー 
16 Dr. Pablo Martinez カアグアス県国立大学 学長 
17 Dr. Alexis Benitez 研 修 地 域 委 員 会 、USF 

Carandayty 地区 
委員会メンバー、医師 

18 Lic. Gustavo Rivas 研修地域委員会、USF Empalado
地区 

委員会メンバー、准看護師 

19 Dr. Carlos Coronel カアグアス県庁、カアグアス県

地域病院 
カアグアス県庁保健プロジェク

ト長、救急救命センター長 
20 医師 1 名、歯科医 1 名、看護師

2 名、保健推進員 3 名、サブ市

審議会長、保健委員会会長、地

域住民 5 名（寸劇団員） 

USF Cristobal Espinola 地区 職員、医療サブ審議会長、保健

委員会、地域住民 

21 医師 1 名、看護師 1 名、准看護

師 1 名、助産師、保健推進員 1
名、事務員 1 名、サブ市審議会

メンバー、保健委員会メンバ

ー、地域住民 2 名 

USF Guayakicua 地区 職員、サブ市審議会メンバー、

保健委員会メンバー、地域住民 

22 医師 2 名、歯科医 1 名、看護師

2 名、准看護師 1 名、保健推進

員 3 名、寸劇団員、地域住民 

USF San Joaquin 地区 職員、寸劇団員、地域住民 

23 小川正子 PHC 体制強化プロジェクト 専門家（チーフアドバイザー） 
24 三上雅弘 PHC 体制強化プロジェクト 専門家（業務調整） 
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 面談応対者 組織 役職 
25 Dr. Pedro Lopez Puig PAHO 保健システムと保健サービスの

国際アドバイザー 
26 Dr. Jorge Antonio Galeano Flores PAHO 非感染疾患アドバイザー 
27 Lic. Lesley O’Conell IDB 社会的保護専門家 
28 Lic. Ruben Gaete CIRD コンサルタント 
29 Lic. Carlos Rodriguez CIRD コンサルタント 

 
1-4 プロジェクトの概要 

本プロジェクトの概要は、表 2 のとおりである。 
表 2. プロジェクト概要 

協力期間 2012 年 2 月 1 日から 2016 年 1 月 31 日の 4 年間 
対象地域 カアグアス県（第 5 衛生行政区） 
実施機関 厚生省、第 5 衛生行政局 
裨益対象者 カアグアス県の住民 
上位目標 プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 
プロジェクト目標 プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備され

る。 
成果 (1) 厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にな

る。 
(2) カアグアス県における USF 活動に関係する保健行政機関、保健サービス提供機関

及びガバナンス（医療審議会）の運営管理能力が向上する。  
(3) カアグアス県における USF の包括的マネジメント能力（臨床的、行政的、住民参

加促進）が向上する。 
(4) 県レベルの救急連絡体制の確立が支援される。 

出所：PDM Vol.1 
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第 2 章 終了時評価の方法 
2-1 主な調査項目とデータ収集方法 
2-1-1 主な調査項目 

実績及び実施プロセスの確認後、評価 5 項目に基づいた評価が行われた。評価 5 項目の詳細は、以下

のとおり。 
表 3. 評価 5 項目 

妥当性 「プロジェクト目標」「上位目標」は、政府・実施機関・ターゲットグループの政策・

ニーズと合致しているかを問う視点。 

有効性 「アウトプット」によって、「プロジェクト目標」がどこまで達成されたかを問う視

点。 

効率性 「投入」が「アウトプット」にどのようにどれだけ転換されたか。投入の質、量、手

段、方法、時期は適切かを問う視点。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生ずる直接的、間接的な正負の影響を見る視

点。計画当初に予想されなかった影響や効果も含む。 

持続性 JICA の協力終了後も、プロジェクト実施による効果が持続される見込みがあるかを問

う視点。 

 
2-1-2 データ収集方法 

本調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に基づいて作成された評価デザインに沿って行わ

れた。具体的な調査及び評価業務の内容は以下のとおりである。 
 
(1) 既存の報告書・資料のレビュー及び質問票の作成 

まず、本プロジェクトに関連したこれまで JICA が実施した調査報告書（詳細計画策定調査報告書等）

及び、プロジェクト側の報告書（専門家報告書、業務進捗報告書等）のレビューが行われた。また、別

途、終了時評価のための事前資料として、プロジェクトから活動の進捗並びに指標の達成度等に関する

自己評価が提出され、分析の参考資料とされた。 
それらの作業を通じて得た情報を参考にし、評価デザインを明記した評価グリットが作成された。さ

らに、その評価グリットに基づいて質問票が作成され、プロジェクト関係者に対して事前に配布された。 
 

(2) 現地調査 （面談、現地視察、活動の進捗や成果の達成度確認） 
現地調査では、関係者へのインタビュー及び現地視察が実施された。質問票を使った聞取り及び面談

は、厚生省及びカアグアス県衛生局のカウンターパート、プロジェクト専門家、関連する開発パートナ

ーを対象に行った。プロジェクトの活動のプロセスや目標・成果を把握するための情報も収集され、回

収された質問票の回答とともに分析された。 
調査の重要な活動として、PDM で設定された内容に対する、投入の状況、アウトプットの達成度、プ

ロジェクト目標の達成見込み及び上位目標の達成予測の確認が行われた。本調査は終了時評価調査のた

め、特にプロジェクト目標の達成度及び、上位目標の見込みに主眼を置いた調査が行われた。現地調査

において、事前に配布された質問票に基づいたプロジェクト関係者へのインタビューならびに現地視察

を通じて、情報及びデータ収集が行われた。 
さらに、活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情報に基づいて、プ
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ロジェクト活動が PDM に沿って実施されたかどうか及び実施プロセスの確認が行われた。この結果に

基づき、プロジェクトの効果発現に影響を与えた事柄や阻害要因についての分析が行われた。その分析

に必要な現地視察をプロジェクト対象地域である第 5 衛生行政局、USF 等の訪問を通じて行った。 
 

(3) 調査結果の分析・評価内容の検討 
収集された情報は、日本側団員によって取りまとめられた後、合同評価委員会においてパラグアイ側

団員と日本側団員により合同で、評価内容の検討が行われた。同委員会には、評価団員以外のプロジェ

クト関係者および日本人専門家も同席し、議論に参加した。 
 
2-2 主な評価設問と評価指標 

本調査における主な評価設問と評価の判断基準となった情報の例を下表に示す。本表には、主要な評

価設問や評価指標のみ記載する。 
表 4. 主な評価設問と評価指標9 

評価項目 主な評価設問 主な評価指標 
プロジェ

クトの実

施プロセ

スの検証 

・技術移転の方法 
・プロジェクトの

マネジメント体

制 
・関係者のプロジ

ェクトへの協力

姿勢 
・厚生省内やカア

グアス県衛生局

における人事異

動の状況とその

影響 
・アプローチの社

会・文化的な適

切性 

・技術移転の方法の適切性、上手くいった点、上手くいかなかった

点とその原因 
・プロジェクトのマネジメント体制、その体制の適切性、課題点と

対策の有無 
・厚生省の PHC 関連部局の人員配置と新人事による活動への影響、

予算措置、県衛生局との連絡・モニタリング体制、全国で PHC を

実施するための戦略の有無と内容 
・厚生省の関連部局職員のプロジェクトへの当事者意識や PHC への

認識の程度 
・中間レビュー以降のパ国の政治状況の変化、厚生省 PHC 関連局内

の新人事の活動への影響 
・作成した教材や研修、啓蒙活動方法の文化的な適切性 

妥当性 ・パ国の保健政策

とプロジェクト

の活動内容との

整合性 
・保健医療と PHC
に関するパ国の

社会ニーズと活

動内容との整合

性 
・対象地の適切性 

・パ国の政策内容とその中での PHC 政策の位置付けと優先度の変化 
・プロジェクトに関連したカアグアス県の最新の保健指標や保健医

療に関する情報と PHC のニーズ 
・パ国とカアグアス県の保健指標と PHC に関する課題点 
・対象地以外への波及を見込んだ活動や仕組みの有無 
・残り期間の活動計画と専門家の派遣計画、プロジェクトの実施体

制、プロジェクトの予算、外部条件が満たされる可能性に関する

情報 
・プロジェクトの実施体制の変化、カウンターパートの人事異動の

状況 
有効性 ・プロジェクト目

標の達成の可能

性 
・指標及び目標値

の妥当性 
・成果と目標との 

・USF の機能評価の実施状況と実施結果 
・施設分娩に関する啓蒙活動の有無、活動に参加した住民の協力状

況、住民参加の仕組み 
・カアグアス県の USF の受診者数と課題点、カアグアス県の妊娠 4
ヵ月までの妊婦健診の受診率と施設分娩率、USF によって継続的

にコントロールされている高血圧患者の数、それぞれの課題点と

                                                  
9 表 3 の評価設問と評価指標は順不同であり、主要例を記載しているため、それぞれは呼応していない。 
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関係 
・プロジェクト目

標の達成を阻害

する要因 

原因及び活動との関係性 
・各指標の達成度とその要因 
・母子保健に係るサービスの提供内容と工夫並びに効果 
・レファラルとカウンターレファラルの実施状況 
・救急調整センターの準備状況と開始の見通し 
・USF がサービスを提供するための基礎的機材や薬品の供給状況、

USF の人員配置が適切になされる可能性 
・厚生省及びカアグアス県の PHC に係る予算額 
・プロジェクトの関係機関の協力体制と実績 

効率性 ・活動の実施に必

要な先方・日本

側 の 投 入 は 、

量・質・タイミ

ングの適切性 
・活動から成果に

至るまでの外部

条件の適切性 
・専門家の派遣時

期の適切性 
・投入に対する成

果の発現状況に

関する効率性 
・予算の支出実績 
・プロジェクトの

総コスト 
・プロジェクトの

運営管理の方法 

・プロジェクトの活動実績及び成果の発現状況とその要因、活動に

遅延があった場合の原因 
・本プロジェクトにかかったコストと成果の発現状況、活動におけ

るコスト面の効率性 
・プロジェクトの実施体制における効率性、研修委員会及び研究委

員会の活動実績とそれらが残した成果 
・カアグアス県衛生局の PHC に係る活動の実施実績と活動の実施体

制（カウンターパートの人数等も含む） 
・救急連絡体制の整備状況と活動実績 
・コミュニティでの健康教育の講習の実施方法と成果 
・USF から出産のための搬送された妊婦のレファラル数 
・PO の活動計画、プロジェクトの残り期間の投入計画 
・成果の発現状況と活動との関係 
・専門家の派遣実績と活動との関係 
・機材の供与実績とそれらの活用状況 
・本プロジェクトの残り期間の予算計画と活動計画 
・厚生省関連部局及びカアグアス県衛生局関係者の人事異動の状況

とその影響 
・USF の運営管理に対する関連行政組織の協力体制 
・USF の運営管理に対する住民による協力状況と住民参加活動実施

の仕組み、パイロット USF 以外でのコミュニティ活動の普及の方

策、これまでの実績と課題点及び改善策の有無 
インパク

ト 
・上位目標の達成

見込み 
・上位目標と C/P

の方針やパ国の

政策と整合性、

C/P の予算や人員

配置 
・政策、法律、制

度、基準の整備

への影響 
・社会・文化的側

面への影響 
・プロジェクト対

象以外または、

対象地域以外へ

の波及効果 

・第 5 衛生局行政区の妊産婦死亡率、第 5 衛生局行政区の 1 歳未満

児死亡率、上記指標の過去の数値 
・プロジェクト目標の達成状況 
・PDM の外部条件が実現する可能性とプロジェクトの波及効果に及

ぼす影響 
・パ国の PHC に係る政策、予算措置や人員配置計画 
・カウンターパート（Counterpart、以下「C/P」と記す）のプロジェ

クトに対する主体性と活動を継続する体制の有無およびその機能 
・住民参加活動の定着度と地域保健活動への住民の参加状況の変化

と健康に対する考え方の変化 
・パ国の社会・文化的特徴と本プロジェクトのアプローチとの関係 
・USF で分娩介助を行わなくなったことへの負の影響 
・青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers、以下

「JOCV」と記す）による活動や連携状況、汎米保健機構（Pan 
America Health Organization、以下「PAHO」と記す）や米州開発銀

行（Inter-American Development Bank、以下「IDB」と記す）の活

動内容及び今後の活動計画及び連携の可能性等 
持続性 ・PHC 実施に関連

するパ国の政策

支援の継続性 

・パ国の PHC 政策、厚生省の関連総局の年間予算計画、カアグアス

県の衛生局及び USF の年間予算計画・予算獲得状況 
・PHC を推進する上での USF の有益性や適切性 
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・関連規制、法制

度は整備状況、

そのための体制

の有無 
・プロジェクト終

了後の活動実施

の継続性 
・ パ 国 の 予 算 措

置、将来予算が

増える可能性 
・継続教育に関す

る実施体制案の

有無と実現の可

能性 
・他地域へ普及で

きる技術か、普

及メカニズムの

有無 
・持続性を阻害す

るその他の要因 

・住民参加活動の定着度と地域保健活動への住民の参加状況の変化

と健康に対する考え方の変化 
・厚生省関連総局と県衛生局の PHC 実施に係る人材育成計画・公的

文書等への承認体制 
・厚生省と関連総局・関連局・カアグアス県衛生局・USF の PHC 運

営管理体制の確立状況、PHC の全国展開のための予算獲得の見込

み 
・USF モデルの確立状況、残り期間の活動内容と投入量、課題点と

対策等 
・USF モデルの全国展開のための戦略立案の有無及びその内容、実

現の可能性と厚生省の方針と協力体制 
・継続教育の実施体制案の有無とその確立状況、実現の可能性、厚

生省とカアグアス県衛生局の協力方針 
・厚生省関連総局や県衛生局の PHC 実施体制と実施能力、PHC に関

する研修の実施体制 
・PHC 活動を継続するにあたっての阻害要因の有無 

 

  



10 
 

第 3 章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
3-1 投入実績 
3-1-1 日本側の投入実績 

(1) 専門家派遣 
本プロジェクトには下記の専門家が投入された。各専門家の分野と派遣時期については下表のとおり。 
 

表 5．日本人専門家の派遣内容 
 専門家名 専門分野 派遣期間 
1 小川正子 チーフアドバイザー 2012 年 2 月 20 日～2012 年 3 月 22 日、 

2012 年 5 月 23 日～2012 年 6 月 21 日、 
2012 年 8 月 5 日～2012 年 9 月 13 日、 
2012 年 11 月 9 日～2012 年 12 月 8 日、 
2013 年 6 月 22 日～2016 年 1 月 31 日 

2 三上雅弘 業務調整 2012 年 5 月 10 日～2016 年 1 月 31 日 
3 鷹野和美 調査研究 2012 年 11 月 26 日～2012 年 12 月 8 日、 

2013 年 8 月 13 日～2012 年 8 月 27 日 
4 神谷睦美 地域保健 2013 年 5 月 21 日～2013 年 12 月 8 日、 

2014 年 2 月 10 日～2014 年 9 月 24 日 
5 伊藤拓次郎 情報・教育・コミュニケーション

（IEC） 
2014 年 3 月 21 日～2014 年 4 月 15 日、 
2014 年 10 月 6 日～2014 年 10 月 26 日、 
2015 年 5 月 3 日～2015 年 6 月 23 日 

6 斉藤千佳 組織強化 2014 年 10 月 1 日～2014 年 12 月 19 日、 
2015 年 1 月 20 日～2015 年 4 月 29 日 

7 佐々木隆典 保健情報活用 2015 年 1 月 20 日～2015 年 3 月 20 日 
 

本プロジェクトには、これまで 7 名の日本人専門家が、派遣された。チーフアドバイザーと業務調整

の 2 名の長期専門家がプロジェクト実施の軸となり、残りの短期専門家の派遣計画や手続き、業務の監

督を行う役割を果たした。いずれの専門家も必要な時期に適切と思われる期間派遣され、各自の専門分

野に係る活動を行った。中には、情報・教育・コミュニケーション（Information, Education and 
Communication、以下「IEC」と記す）担当の様にパラグアイ出身の専門家もおり、パラグアイの文化や

言葉の使い方等にも留意しながら、その業務の効果を高め、プロジェクト後半における USF の住民参加

活動の機能強化に貢献した。 
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表 6．第三国専門家（エルサルバドル10）の派遣内容 
 専門家名 専門分野 派遣期間 
1 コンスエロ・オラ

ーノ・デ・エリア

ス 

保健各種委員会運営管理指導 
 

2012 年 8 月 27 日～2012 年 9 月 12 日 

2 フォアキン・アル

ベルト・マカル 
マニュアル・ガイドの改訂 2012 年 9 月 09 日～2012 年 9 月 22 日 
研修マニュアル・研修プログラム・

研修教材の作成 
2012 年 11 月 10 日～2012 年 12 月 1 日 

家族保健チーム能力強化研修の実施 2013 年 10 月 2 日～2013 年 10 月 12 日 
3 
 

コンセプシオン・

カスタネダ 
研修マニュアル・研修プログラム・

研修教材の作成 
2012 年 11 月 10 日～2012 年 12 月 4 日 

家族保健チーム能力強化研修の実施 2013 年 10 月 2 日～2013 年 10 月 12 日 
4 ノルマ・レイノッ

サ 
家族保健チーム能力強化研修の実施 2013 年 10 月 2 日～2013 年 10 月 12 日 

5 リカルド・リベラ 家族保健チーム能力強化研修の実施 2013 年 10 月 2 日～2013 年 10 月 12 日 
6 アナ・コンセプシ

オン・ブラン 
家族保健チーム能力強化研修の実施

（教材作成) 
2013 年 10 月 20 日～2013 年 10 月 26 日 

7 エステラ・アルバ

レンガ 
コミュニティ開発 2014 年 10 月 13 日～2014 年 11 月 22 日 

8 サムエル・ロメロ 第一次医療施設記録物最適化 2015 年 7 月 5 日～2015 年 7 月 18 日 
 

エルサルバドルからの専門家は、計 8 名派遣された。いずれの専門家も 1 ヵ月前後の期間派遣された

が、必要な時期に適切と思える期間派遣され、業務に従事したと考えられる。エルサルバドルというパ

ラグアイと同じラテンアメリカ地域で、保健医療の状況やニーズが類似している国からの専門家による

技術指導や研修実施により、本プロジェクトの関係者への動機づけにも繋がり、派遣の効果が髙かった。 
 
(1) 研修員の受入 

本邦での研修については、合計 6 名の研修員が「日本における PHC の概要」に関するプロジェクト本

邦研修に参加した。6 名のうち 3 名は、2013 年 4 月 13 日～2013 年 4 月 30 日の期間に実施された研修に

参加し、残りの 3 名は、2014 年 5 月 24 日～2014 年 6 月 8 日の期間の実施された研修に参加した（高知

県など日本国内計 7 カ所で実施）。 
いずれの研修参加者も厚生省やカアグアス県衛生局の職員であるが、研修に参加したことで、PHC に

関する理解が深まり、それが大きな動機づけにも繋がった。また、日本の開発支援や文化等への理解と

関心が深まり、本プロジェクトへの協力姿勢が強まったことはプロジェクトの活動を円滑に実施するに

あたり、大きな貢献要因となった。 
 
(2) 第三国研修 

第三国研修には、3 種類の研修（内、一つは国際会議・学会）に対して総勢 18 名が参加した。研修名

とその出席者の人数は表 7 のとおりである。 
 
 

                                                  
10 エルサルバドルは、住民参加活動などの PHC 分野において、中南米における先進的な取り組みを行った国として知られ

ている（M. Rodriguez, Social participation and health promotion in El Salvador (1970–2014). Global Health 

Promotion 1757-9759; Vol 21(4): 3–6, 2014） 
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表 7. 本プロジェクトにおける第三国研修の名称、実施期間、参加人数 
研修名 実施期間 参加人数 

エルサルバドルに於けるプライマリーヘルスケア体制及び医療サ

ービスネットワーク体制の取り組み、実施プロセス等の理解 
2012 年 2 月 21 日～

2012 年 2 月 25 日 
8 名 

妊産婦死亡率削減成功事例 2013 年 10 月 14 日～

2013 年 10 月 19 日 
1 名 

エルサルバドルに於けるプライマリーヘルスケア体制及び医療サ

ービスネットワーク体制の取り組み、実施プロセス等の理解 
2013 年 12 月 9 日～

2013 年 12 月 14 日 
7 名 

天使のプロジェクト国際会議･学会出席 2014 年 11 月 23 日～

2014 年 11 月 28 日 
3 名 

上表に記載されている研修は全てエルサルバドルで実施された。全ての研修において参加者の満足度

は高く、特にパラグアイと類似した状況のエルサルバドルにおいて効果的かつ統合された形で PHC が実

践されている様子を具体的に見ることが出来たことで、活動のイメージが湧きやすくなり、自分達にも

出来るという動機づけにも繋がった。特に「エルサルバドルに於けるプライマリーヘルスケア体制及び

医療サービスネットワーク体制の取り組み、実施プロセス等の理解」の研修については参加者の満足度

が高く、保健医療に係る全てのサービスが統合されつつ機能されていた点や、コミュニティの参加が活

発で、地域住民が保健医療施設の活動や運営に主体的に関わっていた点等は参加者がパラグアイで PHC
を実施する上で参考になっている。 
 
(3) 機材供与 

本プロジェクトから厚生省やカアグアス県衛生局内に設置されたプロジェクト事務所、地域病院、

USF、救急調整センター等を対象に機材が供与された。作業用のパソコンやプリンターから血圧計、体

重計、聴診器等を含め、プロジェクトの事務所や関連した施設の必要性に基づいた資機材を選定され、

供与された。供与された機材は、基本的に有効に活用されていることが調査を通じた確認されたが、救

急調整センターの供与機材の使用に関しては、今後の改善が望まれる。 
 
(4) 運営予算（ローカルコスト負担） 

本プロジェクトは USF 促進のための制度づくりを人材育成と機材整備の双方から支援を行ってきた。

日本側のローカルコスト支出額は下表のとおりである。プロジェクト前半では、供与機材費が在外事業

強化費を大きく上回っていたが、後半ではプロジェクト活動の進展に伴って機材供与と活動実施とのバ

ランスが取れてきたことが確認された。 
 

表 8. プロジェクト開始時から終了時評価までの日本側ローカルコスト負担実績 

 

費目 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
2015年度(2015年

9月迄) 合計額

在外事業強化費
Gs.14,342,100
(USD 3,298)

Gs.417,514,500
(USD 96,028)

Gs.638,542,950
(USD 153,250)

Gs.525,277,450
(USD 115,561)

Gs.527,907,800
(USD 105,581)

Gs.2,123,584,800
(USD 467,188)

USDによる総合計額 119,918 297,800 431,672 161,246 107,588 1,111,694

USD 180,074 USD 240,829 USD 568,741

第三国専門家派遣費 USD 8,020 USD 21,698 USD 37,593 USD 75,765

交換レート（各年の4月1日のOANDAレート）：2011年度（1USD= 0.00023 Gs）、2012年度（1USD= 0.00023 Gs）、
2013年度（1USD= 0.00024 Gs）、2014年度（1USD= 0.00022 Gs）、2015年度（1USD= 0.0002 Gs）、合計額（1USD= 0.00022 Gs）
右欄の合計額の交換レートは各年度の平均で算出した。）（Gs=ガラニー、USD=米国ドル）

USD 39,238

USD 6,447 USD 2,007

0供与機材費 USD 108,600
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3-1-2 パラグアイ側の投入実績 

(1) カウンターパートの配置 
厚生省とカアグアス県衛生局は、本プロジェクトのためにこれまで総勢 17 名のカウンターパートを

配置してきた。その内訳は、厚生省 PHC 総局長、厚生省 PHC 総局職員、厚生省企画評価総局職員、カ

アグアス県の保健衛生行政局長、カアグアス県保健衛生局 PHC コーディネーター、カアグアス県保健衛

生局職員である。ただし、厚生省 PHC 総局長はこれまで 4 回交代し、カアグアス県の保健衛生行政局長

が 3 回、PHC コーディネーターが 1 名交代した。 
 

(2) 現地活動費の投入 
パラグアイ側は、本プロジェクト実施のために、カウンターパートの人件費、車両燃料費、電気代、

水道代を負担した。それらの費用負担は、プロジェクトの円滑な実施に貢献した。負担実績の詳細は次

表のとおりである。 
 

表 9.  プロジェクト開始時から終了時評価までのパラグアイ側コスト負担実績 

 
 
 

(3) 建物、事務所、施設等の提供 
本プロジェクトに対し、パラグアイ国の厚生省によって以下の提供がなされた。プロジェクト本部事

務所のスペースは、厚生省プライマリーヘルスケア総局内の部屋を提供されている。プロジェクト地方

事務所のスペースは、厚生省カアグアス県保健衛生行政区事務所内に部屋を提供されている。研修場所

は、厚生省カアグアス県コロネルオビエド地域病院講堂の使用が許可されている。成果 4 の一部として

位置づけられている救急調整センターのための施設は、カアグアス県の重機整備工場のスペースが提供

されている。 
 
3-2 活動実績及び成果の達成度 
3-2-1 成果1の達成状況 

成果 1：厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

費目/年 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
2015年度

(2015年9月迄)
合計額

(ガラニー)
合計額

(米国ドル)

人件費 72,000,000 489,600,000 662,400,000 725,328,000 579,019,500 2,528,347,500 556,236

燃料代 22,124,000 158,383,000 156,570,000 170,661,000 134,982,000 642,720,000 141,398

電気代 7,020,000 46,286,000 50,400,000 54,180,000 42,849,000 200,735,000 44,161

水道代 1,680,000 10,080,000 10,286,000 10,800,000 8,424,000 41,270,000 9,079

合計額
(ガラニー) 102,824,000 704,349,000 879,656,000 960,969,000 765,274,500 3,413,072,500 750,875

合計額
(米国ドル) 23,649 162,000 211,117 211,413 153,054 750,875

交換レート（各年の4月1日のOANDAレート）：2011年度（1USD= 0.00023 Gs）、2012年度（1USD= 0.00023 Gs）、
2013年度（1USD= 0.00024 Gs）、2014年度（1USD= 0.00022 Gs）、2015年度（1USD= 0.0002 Gs）、
（右欄の合計額の交換レートは各年次の平均で算出した。）合計額（1USD= 0.00022 Gs）
（Gs=ガラニー、USD=米国ドル）
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成果 1 は達成されていないが、プロジェクト終了までに達成される可能性がある。以下に成果 1 に係

る活動の進捗状況を記す。 
 
活動 1－1：第 5 衛生行政区における保健医療サービスに係るベースライン調査を行う。 

終了済み。ベースライン調査は、研究中央委員会と研究地域委員会によって定期的に計画や実施、分

析のための活動が行われていたが、厚生省の人事異動により研究中央委員会のメンバーの交代が行われ、

機能しなくなった。カアグアス県国立大学の協力も得ながら、調査は実施され、収集した情報が入力さ

れ、テーマを絞って分析した。調査の報告書は厚生省に提出されたが、活動の開始から終了まで約 3 年

の時間を費やした。 
 
活動 1－2：USF に関連する公的文書を整理し、実態に応じた改訂を通して承認作業を行う。 

一部終了済み。USF ガイドライン、USF 機能マニュアル、保健推進員マニュアル、USF 用教育モジ

ュールの見直しや改訂作業は終わっているが、承認作業は継続中である。USF に関する 6 冊のガイドラ

インの見直しを行い、修正版を製本した。それらを研修モジュール 2 である「USF の業務」の研修の中

で活用した。その後、再度ガイドラインの見直しを行った。また、USF 機能マニュアルの見直し作業も

行い、厚生省の承認を得る為に検査局に提出した。 
 
活動 1－3：カアグアス県で策定された USF 機能評価の標準化を中央レベルで行う。 
ほぼ終了。USF 機能評価シートについて PHC 総局職員と協議した。その内容を反映し、USF 機能評

価シートを作成した。従って PHC 総局においては、USF の機能評価の標準化のための作業は終了してい

る。 
 
活動 1－4：カアグアス県における USF モデルの全国普及のための戦略を策定する。 
財政面以外の戦略策定に関しては終了済み。USF の医療従事者を対象とした継続研修のモデルについ

て、PHC 総局と検討中である。研修以外の USF 普及のためのモデル案については、現在検討中であるが、

既存案については PHC 総局長やカアグアス県の衛生局長と共有済みである。 
 
活動 1－5：カアグアス県における USF モデル普及のための広報教材等を作成する。 
パンフレットおよびポスターなどが作成され、現在は USF の業務を理解してもらうことを目的とした

ビデオ教材を発注・製作中である。 
 

活動 1－6：USF モデルの全国及び国際的普及のための各種フォーラムの開催及び、共通支援を通して広

報活動の強化を行う。 
一部終了済み。本プロジェクトの成果を全国の PHC 関係者と共有するため、7 月 30 日にカアグアス

県にて全県の保健担当職員、県衛生局長、PHC コーディネーター、USF の代表者 1 名ずつを招きシンポ

ジウムを開催した。シンポジウムでは、参加者に USF の視察をしてもらった。 
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成果 1 に係る指標の達成状況は以下のとおりである。 
指標 達成状況 

1-1 USF に関する諸業務公的

文書が整理され、改訂が

行われ、公的に認証され

る。 

本指標は、達成されていない。その理由は以下のとおりである。 
(1) USF 機能マニュアル及び保健推進員マニュアルの改訂版が作成

され、省令による承認を受ける為、大臣に提出された。現在、

承認待ちであるが、厚生省による見直しは行われていない状況

である。 
(2) 6 冊の USF ガイドラインの見直しを行い、改善点に関する報告

を PHC 総局に行った。現在、ガイドラインの改訂版に関する厚

生省による承認を待っている状況である。 
 

3-2-2成果2の達成状況 

成果 2：カアグアス県における USF 活動に関係する保健行政機関、保健サービス機関及びガバナンス

（医療審議会）の運営管理能力が向上する。 
 成果 2 は達成されていないが、達成される可能性がある。以下に成果 2 に係る活動の進捗状況を記す。 
 
活動 2-1：USF の基礎機能評価基準を明確にし、モデルの策定の基準とする。 
終了済み。USF の機能評価の枠組みを PHC の概念に基づいて作成し、USF のコンピテンシーを検討

した上で、機能評価シートを作成した。 
 
活動 2-2：上記の機能評価に基づいて定期的に既存の USF の機能評価を行う。 
終了していない。2014 年の 12 月から 2015 年 5 月にかけてカアグアス県の USF の第 1 回目の機能評価

を実施したが、定期的な評価はまだ行っていない。 
 
活動 2-3：医療審議会と USF が協力し、USF 活動に関する戦略計画及び年間活動資金計画を策定し、実

施・評価を行う。 
終了していない。USF はサブ市医療審議会11と定期的な会合を行っている。サブ市医療審議会が存在

しない 8 つ USF に関しては、市医療審議会との会議を行っている。USF 活動に関する戦略計画及び年間

活動資金計画を立てている市の医療審議会は今のところ、確認されていない。 
 

活動 2-4：県衛生局による USF 活動の定期的なモニタリングを促進し、指導監督機能を促進する。 
終了済み。カアグアス県衛生局の PHC コーディネーターが中心となり、年に 2 回の頻度で USF 活動

に関するモニタリングを行っている。しかし、必要に応じてそれよりも頻繁に USF を訪問することが多

い。 
 
活動 2-5：カアグアス県における USF 長期戦略計画（財政戦略、人材戦略、開発戦略等）を策定する。 

未終了、協議・検討を継続中。厚生省企画評価・総局長、ネットワーク総局長、PHC 総局長とともに、

                                                  
11 市医療審議会は厚生省からの交付金を活動予算としている。市医療審議会は、市内の USF の運営支援を行う役割を担っ

ているが、実際はそのための活動はほとんど行われていない。カアグアス県には、21 の市医療審議会が存在する。市医

療審議会長は通常、市長が務める。サブ市審議会がコミュニティベースで存在する。サブ市審議会は独自の予算がなく、

市審議会に予算申請を行い、それが承認されなければ、活動のための資金が使えない仕組みになっている。サブ市審議会

は地域の住民委員会や警察官、消防団等で構成され、ボランティアベースで活動を行っている。 
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厚生大臣との会議において、USF に係る人材・開発戦略について提案し、意見交換を行った。財政戦略

に関しては、前カアグアス県衛生局長と協議してきたが、人事異動により県衛生局長が交代となり、そ

れ以降、その件に関する協議を行うことが出来ていない。 
 
活動 2-6：PHC サービス強化に係る基礎的機材を整備する。 

終了済み。機材の供与は 2014 年度に終了した。2012 年 6 月当時に機能していた 36 の USF を対象に厚

生省の資機材のチェックリストを用いて調査を行った。その結果に基づいて、資機材の購入計画を作成

し、USF に配備した。その後新設された 5 つの USF に対しても一部の機材を配備した。 
 
成果 2 に係る指標の達成状況は以下のとおりである。 

指標 達成状況 
2-1 USF の基礎的機能評価

の数値が改善される。 
現時点で、指標の達成度を評価することは困難である。USF の機能評

価シートを策定し、カアグアス県の 41 の USF で評価を実施し、ベー

スとなる数値を把握した。しかし、USF の機能評価は定期的に実施さ

れておらず、第 2 回目の USF の機能評価の実施は 10 月に予定されて

いるため、現時点では比較する対象がない。 
2-2 県衛生局が定期的に行

ったモニタリングが

100%になる。 

本指標は達成された。カアグアス県衛生局は、6 ヵ月毎にモニタリン

グを計画し、計画どおりまたはそれ以上の頻度でモニタリングを実施

している。2014 年 3 月以降、計画されたモニタリングは全て実施され

てきたことから、指標は達成されたと判断できる。 
2-3 USF 活動の年間資金計

画が策定した市医療審

議会の数が増える。 

本指標は達成されていない。現時点では、USF の年間資金計画を策定

した市医療審議会は確認されていない。USF 活動の年間計画を作成す

る活動が開始されて間もないため、USF の資金計画策定や市医療審議

会への申請等の活動はまだ十分に行われていない。 
 
3-2-3成果3の達成状況 

成果 3：カアグアス県における USF の包括的マネジメント能力（臨床的、行政的、住民参加促進）が向

上する。 
成果 3 は達成された。成果 3 に関する活動についての進捗は以下のとおりである。 

 
活動 3-1：研修中央委員会、研修地域委員会の活動促進を行う。 

大部分は終了済み。研修中央委員会は週 1 回の会合を開き、研修教材の作成、研修計画の立案や研修

地域委員会への指導等を行っていたが、政権交代や厚生省内の人事異動により機能しなくなった。その

ため、プロジェクト対象県であるカアグアス県研修地域委員会が、研修中央委員会の機能も担うことに

なり、活動を継続した。研修地域委員会のメンバーは、各種研修を複数回実施し、ファシリテーターと

しての能力を習得しただけでなく、計画、実施、評価、改善のサイクルを確立し、それらの能力も強化

された。 
 
活動 3-2：研修地域委員会が USF 活動における基礎的保健人材育成のための研修プログラムを策定し、

第 5 衛生行政区において実施する。 
一部終了済み。USF のメンバーに必要なコンピテンシーを検討し、その中で強化が必要なコンピテン

シーに関する研修項目を選出した。それらの内容を 2-3 日間の研修になるよう内容を検討し、研修もモ
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ジュールと必要な教材を作成した。必要な研修モジュールは全体で 10 個とされているが、現時点では、

モジュール 6 までが完成している。 
 
活動 3-3：研修地域委員会が現場のニーズに即した補完研修プログラムを策定し、第 5 衛生行政区にお

いて実施する。 
一部終了済み。作成された研修プログラムの内容を研修地域委員会が見直し、必要な修正を行い、そ

れに基づいた教授案や教材を作成した。研修実施計画を策定し、それに沿って研修を実施した。 
 
活動 3-4：研修地域委員会が上記の研修におけるモニタリングと研修効果の評価及びフィードバックを

行う。 
一部終了済み。研修テーマ毎にモニタリングシートを作成し、それらを使って研修のモニタリングを

行った。各研修に関する結果の分析を行い、改善が必要な内容を次回以降の研修内容に反映させた。 
 
活動 3-5：研修地域委員会が住民参加促進のための戦略的研修プログラムを策定し、実施する。 
大部分は終了済み。3 つの USF を住民参加のための研修実施対象パイロットとして選定し、そこで地

域保健委員会を設置した。それらの USF に対し、モジュール 5（「コミュニティ開発」）の研修を行った。

研修地域委員会がモジュール 4 の研修プログラムを策定した。その内容に基づいた研修を 13 の USF を

対象に実施した。 
 
活動 3-6：USF のネットワークを強化し、相互のコミュニケーションを促進する。 

終了済み。県内の USF を対象とした毎月 1 回の定期会議を開催し、USF 間のネットワーク作り、情報

伝達や問題点等に関する意見交換の場を設けた。 
 
成果 3 に係る指標の達成状況は以下のとおりである。 

指標 達成状況 
3-1 研修中央委員会によっ

て認定された研修教材

を用いて、実施された

研修を受講した USF メ

ンバーの数が 500 以上

になる。 

本指標は達成された。現在までに本プロジェクトを通じて 50 回の研

修を実施し、USF の医療従事者はそれらの研修に総勢で 1,235 名が参

加した。 

3-2 コミュニティでの健康

教育の講習の数が増加

し、終了時評価で 2,000
を超える。 

本指標は達成された。2014 年に実施された健康教育の講習会の数は、

計 4,368 回であった。（内訳：施設内研修 1,974 回、地域 1,350 回、学

校 838 回、ラジオ 216 回） 

 
3-2-4成果4の達成状況 

成果 4：県レベルの救急連絡体制の確立が支援される。 
成果 4 は達成されていない。成果 4 に関する活動の進捗を以下に記載する。 

 
活動 4-1：カアグアス県における救急連絡体制の整備を SEME と協力して支援する。  
 未終了、協議・検討を継続中。カアグアス県庁が救急調整センターのための場所を提供し、必要な部
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屋の増改築を行った。院外救急医サービス（Servicio de Emergencias Médica Extrahospitalaria、以下

「SEME」と記す）がカアグアス県の救急調整センターにおいて、2 名の医師と 1 名の技術者を配置し、

中期的に活動に関する技術指導を行うことを約束した。それ以外の詳細については現在カアグアス県庁、

県衛生局、SEME と協議を行っている。 
活動 4-2：救急連絡体制の実施における基礎的機材の補充及び人材育成を SEME と協力して支援する。 

未終了、協議・検討を継続中。カアグアス県の救急調整センターを機能させるために必要な資機材の

リストを作成し、それに沿って資機材の調達を行った。本プロジェクトからは 4 名の救急車が配備され、

SEME からは 6 台の救急車が配備された。救急車の運転手を含め、148 名の医師、看護師、助産師、准

看護師、保健推進員を対象に SEME が研修を実施した。 
 
活動 4-3：妊産婦搬送における救急連絡体制の見直し等を行い、戦略を練る。 
大部分は終了済み。妊産婦搬送における救急連絡体制を見直し、レファラルシステムも見直した。レ

ファラル、カウンターレファラルの為の用紙を作成し、それを活用している。また、救急調整センター

の運営マニュアルを作成した。 
 
成果 4 に係る指標の達成状況は以下のとおりである。 

指標 達成状況 
4-1 USF から出産のために

搬送された妊婦数が増

加する。 

本指標は達成された。USF から出産のために搬送された妊婦の数は、

2014 年が 121 件で、2015 年が 79 件であった。それらの合計数が 200
件であることから、USF から出産のために搬送された妊婦の数は、中

間レビュー時点（0 件）と比較して増加した。救急調整センターはま

だ機能していないが、レファラルシートの導入やその活用方法に関す

る研修実施及びその後の指導が効果を上げたと考えられる。 
 
3-3 プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備される。 
 
指標 2、3 は達成されたものの、指標 1、4 が達成されていないため、プロジェクト目標は未達である。 

指標 達成状況 
1 カアグアス県の USF に

おける受診者数が 2012
年に比べ 50%増える。 

本指標は達成されていない。カアグアス県の USF の 2014 年の診者数

は、201,160 名である。その数を 2012 年の数（148,113）と比較すると

その増加率は 35.8%である。 
2 カアグアス県におい

て、妊娠 4 ヵ月までに

妊婦健診を受けた率が

50%になる。 

本指標は達成された。カアグアス県における妊娠 4 ヵ月までの妊婦健

診率は、2013 年で 43.7%、2014 年で 57.9%となっている。本プロジェ

クトが住民参加型啓発活動を実施した 13 の USF については、妊娠 4
ヵ月までの妊婦健診率が 77.5%となっており、非常に高い数字となっ

ている。 
3 カアグアス県におい

て、施設分娩率が 95%
になる。 

本指標は達成されていないが、達成される可能性が高い。カアグアス

県における施設分娩率は、2013 年で 91.3%、2014 年で 93%、2015 年

の現時点までの割合は 94%に増加している。過去 2 年間のペースで施

設分娩率が増加すれば、2016 年 1 月のプロジェクト終了時までに本指

標が達成される可能性が十分にある。 
4 カアグアス県の USF に

おいて継続的コントロ

ールされている高血圧

本指標は達成されていない。2012 年のコントロールされている高血圧

患者の数は、33,783 で 2014 年のコントロールされている高血圧患者

の数は 42,233 である。その増加率は、25%である。また、終了時評価
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患者の数が 2012 年と比

べて 50%増加する。 
の時点において、本指標に対するプロジェクト活動は本格的に実施さ

れていない。 
 
3-4 上位目標の達成状況見込み 
プロジェクトの対象地域において、母子保健水準が向上する。 
 
上位目標は達成されていない。上位目標に係る指標の達成状況は以下のとおり。 

指標 達成状況 
1 第 5 衛生行政区で妊産

婦死亡率が出生 10 万対

50 以下になる。 

本指標は達成されていない。2014 年の妊産婦死亡率（出生 10 万対）

は 72.3 である。（2014 年度における第 5 衛生行政区の妊産婦の死亡数

は 6 名で、同年の出生数は 8,295 である。） 
2 第 5 衛生行政区で 1 歳未

満児死亡率が出生 1,000
対 10 以下になる。 

本指標は達成されていない。2014 年の 1 歳未満時死亡率（出生 1,000
対）は、13.3 である。（2014 年度における第 5 衛生行政区の 1 歳未満

時の死亡数は 111 で、同年の出生数は、8,295 である。） 
 
3-5 プロジェクトの実施のプロセス及び特記事項 
3-5-1実施のプロセス 

本プロジェクトでは、総括が厚生省で中央レベル並びに全体の活動のマネジメントを行い、業務調整

員 1 名が第 5 衛生行政区のプロジェクト事務所に常駐し、必要に応じて厚生省の事務所でも業務を行っ

ている。プロジェクトの実施運営に関する意思決定は中央にいる総括のみならずカアグアス県オフィス

で決定している事項もあり、地方での自由裁量が確保されている。プロジェクトの活動における重要な

方向性等に関しては適宜総括が PHC 総局長や企画・評価総局長、保健医療サービスネットワーク総局長、

第 5 衛生行政局長と協議・調整し、決定している。このような意思決定における参加型プロセスを通し

てカウンターパートのプロジェクトへの認識や当事者意識は非常に高く、協力的である。また、カウン

ターパートの配置はプロジェクトの成果に対して適切と思われ、機能的である。加えて、カアグアス県

県知事や県庁職員、SEME、カアグアス県国立大学等の関係機関も非常に協力的であり、参加の度合い

も高い。 
また、PDM バージョン 0 の指標の数値が中間レビュー時点まで設定されておらず、成果やプロジェク

ト目標の目指す方向性や達成度の判断基準は把握できても、具体的な達成度が不明な状態が続いていた。

プロジェクト目標や成果の達成を明確に測ることが出来ないことがプロジェクト関係者への目的意識や

動機を削ぐ要因になり、それは活動の実施プロセスにも影響を与えた可能性がある。 
さらに、中間レビューの地点まで、USF のコンピテンシーや機能は明確になっておらず、関係者の間

でそれらに関する共通した認識がなかった。また、USF のモデル化を図り、包括的なパッケージを形成

し、カアグアス県以外での USF モデルの展開のための戦略策定に関連した成果や活動が PDM のバージ

ョン 0 に含まれていなかった。そのため、中間レビューにおいてそれらの必要性や重要性に関する協議

を行い、上記に係る必要な内容を盛り込む形で PDM を改訂した。さらに、活動の優先順位を戦略的に

立て、USF のモデル化に、より注力することが提案された。 

 
3-5-2実施プロセスにおける特記事項 

(1) 貢献要因 
本プロジェクト実施中に活動の実施や成果の発現に関し、様々な貢献要因があった。中間レビューま
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でのプロジェクトの前半については、エルサルバドルにプロジェクトの主要な関係者を派遣し、PHC の

実施状況に関する現地視察を行った。また、本邦研修の実施やエルサルバドルからの専門家による研修

を実施したことにより、プロジェクト関係者の能力強化や動機付けを効果的に図ることが出来た。さら

に、中間レビュー以降については、現厚生大臣と現厚生副大臣が本プロジェクトに対し、非常に協力的

な姿勢を持っており、プロジェクトの活動が円滑に進むように様々な形で配慮をしてくれている点は貢

献要因として考えられる。加えて、カアグアス県の衛生局に勤務する PHC コーディネーターが中間レビ

ュー以降 2 名増員され、現在 5 名体制で PHC や本プロジェクトに係る活動を実施できている点は、プロ

ジェクト実施における大きな貢献要因である。 
そして、現在の PHC 総局長も PHC に関する理解が深く、本プロジェクトに対しても、非常に協力的

であることは、プロジェクトの貢献要因である。その他には、カアグアス県庁やカアグアス県国立大学、

SEME 等の関係機関が PHC や本プロジェクトの実施に協力的であり、県庁は成果 4 に係る救急連絡セン

ターの設置のための場所の確保や一部の資機材の供与等を行っている。カアグアス県国立大学も本プロ

ジェクトに対し、会議室の貸し出しを無料で行っており、それらの協力はプロジェクト活動のより円滑

な実施に資する。 
本プロジェクトでは、プロジェクト周辺の政策決定者および意思決定者の巻き込みや良好な関係構築

が、プロジェクトの円滑な活動の実施に貢献した。 
 

(2) 阻害要因 
本プロジェクト実施における大きな阻害要因は、政権交代や厚生省の PHC 総局長の交代ならびに、カ

アグアス県衛生局長の交代に伴う人事異動である。本プロジェクト実施期間中に、大統領が 2 回交代し、

厚生省 PHC 総局長が 4 回、カアグアス県衛生局長が 2 回、PHC コーディネーター1 名が交代した。厚生

省においては政権交代や PHC 総局長の人事異動がある度に関連総局も含めた大幅な人事異動があった。

PHC 総局長やカアグアス県の保健衛生行政局長が変わる度に新しい関係者に本プロジェクトに関する説

明を行い、協力を仰いできた。人事異動前後の時期は、本プロジェクトに関する活動を進めることが難

しく、新たに就任した関係者がプロジェクトの内容を理解し、活動に協力してもらえるまで時間がかか

った。また、人事異動がある度にプロジェクトで作成したマニュアルやガイド等に関する審議や承認プ

ロセスが止まり、内容の見直しを含め、最初からやり直すことが何度かあった。上記の点は、本プロジ

ェクトの活動の進捗に大きな影響を与えた要因である。 
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第 4 章 評価結果 
4-1 評価 5 項目の評価結果 
4-1-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。その詳細を以下に記す。 
 
(1) 政策・方針面 

現パラグアイ政府は、貧困削減を大きな政策の柱として位置付けており、PHC はそのための重要な戦

略となっている。厚生省の方針では、PHC の実施を優先順位の高い課題として位置づけている。保健医

療分野政策 2013 - 2018（La política del sector de la salud del MSPyBS del Paraguay en su plan 2013 – 2018）
の中で 10 の目標を掲げており、その中の「保健医療ネットワークの設置と強化」「啓発活動と予防対策

活動の強化」「保健分野における能力管理の強化」の 3 つの目標は、本プロジェクトとの関係性が特に

高い。以上により、本プロジェクトはパラグアイ国の開発政策と合致していると言える。 
 
(2) 日本の援助方針・JICA の開発目標 

本プロジェクトは、日本政府の国際保健政策や JICA 保健分野協力重点分野との整合性がある。国際

保健政策 2011-2015 で具体的な支援として、行政能力向上やコミュニティベースの活動強化を挙げてお

り、本プロジェクトの活動と一致する。日本国の対パラグアイ事業展開計画の主要援助重点分野では、

貧困対策、持続的経済開発、ガバナンスが挙げられている。貧困対策では、社会サービスの充実と貧困

層の生活向上の 2 つの開発課題が掲げられており、社会サービスの充実の戦略として保健医療改善プロ

グラムが位置づけられている。日本政府は、2013 年 5 月に日本国際保健外交戦略を発表し、同年 9 月に

安倍首相が本内容をランセット誌12に寄稿している。その中でユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（Universal Health Coverage、以下「UHC」と記す）の達成を目指した人々中心の保健システム強化を最

優先課題としており、本プロジェクトが目指すコミュニティレベルにおけるプライマリーヘルスケアの

実現は、その重要な戦略であると言える。一方 JICA は、保健分野の協力方針として、UHC の達成に向

けた体制作りとして、保健行政能力の強化や保健サービスの質の向上を目指す保健システムの強化を重

視している13。その為、USF を核とした保健医療サービス体制の整備を通し、PHC の強化を図る本プロ

ジェクトは、日本及び JICA の援助方針と合致していると言える。 
さらに、過去において、日本は農村や離島等において医療サービスを提供してきた経験がある。それ

によって培った知見により、日本の技術の比較優位性はあると考えられる。また、本プロジェクトでは、

エルサルバドルのリソースを活用して第三国研修を実施した。エルサルバドルでは過去に JICA が技術

協力プロジェクトを実施した経緯があるが、JICA が過去に行った実績を活用する形で第三国研修を行い、

参加者の動機づけや知識の向上に繋がり、参加者からも非常に高い評価を得た。そのため、本プロジェ

クトを日本政府が支援する比較優位性は高いと考えられる。 
 
(3) プロジェクト対象地域・社会のニーズとの整合性 

カアグアス県はパラグアイ国の東部の中心に位置し、疾病分布においても人口動態においても典型的

な県14であり、地理的にも首都から 3 時間程度で、他県への幹線道路が交わる地点にもなっている。そ

                                                  
12 http://www.thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(13)61639-6/fulltext?_eventId=login 
13 JICA の保健分野の協力―現在と未来―http://www.jica.go.jp/activities/issues/health/index.html 
14 カアグアス県は、プロジェクト開始時において 5 歳未満児の死亡率が 16.2、妊産婦死亡率が 146.9 と全国平均に近い
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れらの点に加え、本プロジェクトは本モデルを全国展開することを想定していることを考慮すると、こ

のような県で実施し、PHC のモデル形成を行うことは、妥当性が高いと言える。 
 

4-1-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は中程度である。その理由を以下に示す。 
 
(1)  PDM の成果と目標の論理構造 

プロジェクト目標である USF を核とした保健医療サービス体制を整備するためには成果 1 の保健医療

サービスにおける PHC 体制が明確になっている必要がある。これまで作成してきたプロジェクトによる

マニュアルやガイドライン等の文書を公的に承認されることはその後の PHC 実施において極めて重要で

ある。また、目標としている保健医療サービス体制の整備には、成果 2 の保健サービス提供機関と保健

行政機関の両方の運営管理能力の向上が求められる。その為には、まず USF の基礎的機能評価を行うこ

とが必要であり、それに基づいて、カアグアス県衛生局による定期的モニタリングの実施も重要である。

市医療審議会による USF の年間資金計画の策定も持続性の確保という視点から必要である。さらに、プ

ロジェクト目標が保健医療サービス体制の整備が USF を核とすることを条件としていることから、成果

3 の USF の能力向上は必須である。特に、コミュニティのニーズに合ったサービスを提供し、USF のマ

ネジメント能力を強化する上で、住民参加の実施機能強化が重要となる。そして、USF やその他の保健

医療機関がサービスを提供するにあたり、患者のレファラルやカウンターレファラルは必然的に発生す

るため、より包括的な保健医療サービス体制の整備には成果 4 の救急連絡体制の確立も含まれるべきで

ある。上記の点から、4 つの成果とプロジェクト目標との論理関係は適切かつ十分であると判断できる。 
 
(2) プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標は、一部達成されている指標があるものの、現時点では達成されていない。例えば、

指標 2 の「カアグアス県における妊娠 4 ヵ月までに妊婦健診の受診率が 50%になる。」に関する数値は

すでに 57.9%となっており達成されている。また、指標 3 の「カアグアス県における施設分娩率が 95%
になる。」においては、2014 年で 93%と目標達成に近い数値が出ているが、指標 2 以外は、まだ達成さ

れていない。 

指標が達成されていない原因として、遅れが出ている一部の活動と外部条件が影響していると考えら

れる。例えば、指標 4 の数値となっているカアグアス県の USF において継続的にコントロールされてい

る高血圧患者の数については、そのための活動がまだプロジェクトで実施されておらず、高血圧患者に

係る USF 用教育モジュールも作成されていない。そのため、高血圧患者への対処に係る研修が実施され

ていないこともあり、その効果が表れるまでに時間がかかることが想定される。 
また、指標 1 の「カアグアス県における USF の受診者数が 2012 年と比較して 50%増加する。」に関し

ては、増加傾向にあるものの、目標値には達していない。その原因の一つとして、USF における医薬品

の不足が挙げられる。USF を利用する患者は高血圧や糖尿病等の症状を持つ患者も多く、医薬品が必要

な場合が多いが、この数か月で状況は改善されてきているものの、必ずしも十分な医薬品は確保されて

いない USF もあり、その状況を知っている患者は USF を利用しない傾向がある。USF の医薬品はカア

グアス県衛生局を通じて、厚生省中央に必要な種類と数が申請され、配布されているが、その配布が十

                                                                                                                                                                       
数値であった。また先住民が居住する地域が多く、コミュニティレベルの保健衛生状態は望ましくない。 
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分でなく、時期が遅れることもある。その点はプロジェクトの外部条件として設定されている「USF の

基礎保健サービスが円滑に遂行できるための基礎的機材や薬品が確保される。」に該当し、指標 1 の達

成の阻害要因となっている可能性がある。2014 年時点での USF 利用者の増加率は 35.8%と目標値の 50%
からは離れた数値となっている点も考慮し、本プロジェクトの実施期間中にプロジェクト目標を達成す

ることは困難と判断する。 
他方で、指標には含まれていないが、2015 年の 5 月から 9 月の間に、県内に新たに 3 つの USF が設置

され、現在の USF の総合計数は、44 となり、県内のカバー率は 35%となった15。また、2015 年 9 月時点

で、カアグアス県で 11 名の医師が USF で勤務するために新たに雇用されることが決まっている。カア

グアス県における USF や医師の数の増加は、プロジェクト目標として掲げている USF を核とした保健

医療サービス体制の整備に寄与するものと思われる。ただし、現在の県内の USF によるカバー率を上げ、

より多くの USF を設置し、そこに勤務するべき適切な人員の配置が求められる。 

 
4-1-3 効率性 

本プロジェクトの効率性はやや高いと判断される。さらに、今後の改善が期待される。その理由を以下

に示す。 
 
(1) プロジェクトの効率性の阻害要因 

プロジェクトの効率性を妨げる要因が複数存在し、それが活動の遅延や未着手等に影響した。厚生省

とカアグアス県の衛生局における大幅な人事異動が複数回起こったことは、3-5-2 でも述べたとおり、プ

ロジェクトの効率性を妨げる要因の一つとなった。人事異動前後には、活動の停滞が起こり、人事異動

後もプロジェクトに関する詳細な説明を関係者に行い、方針や内容に関する理解と協力を得るまでにか

かる時間がかかるなど、本プロジェクトの効率性の阻害要因であったと判断される。 
 
(2) プロジェクトの効率性における今後の促進要因 
プロジェクトの効率性における今後の促進要因は、3-6-2 でも説明されているとおり、厚生大臣、厚生

副大臣、PHC 総局長が本プロジェクトの実施に非常に協力的である点が挙げられる。それにより、プロ

ジェクトの残り期間における活動が円滑に進むことが期待できる。また、カアグアス県庁やカアグアス

県国立大学、SEME 等の関係機関も本プロジェクトの活動に協力的である点も、プロジェクトの残り期

間の活動をより円滑に進める上での促進要因となる。加えて、カアグアス県の PHC コーディネーターが

より効率的に業務を実施できるようになってきており、また以前より 2 名増員されたことにより、プロ

ジェクトの専任として活動を行うことが出来ることは残り期間の効率性を促進する要因である。 
また、USF において様々な工夫が見られ、それが業務の効率を高めていると判断された。例えば、疾

病別や目的別に異なる地図を作成し、地域の患者や住民の健康状態を把握しやすくしたり、高血圧患者

への治療の状況がわかりやすくなるようカードを独自に作成したり、患者の状況を 4 種類に分けて分類

し、把握しやすくしたり、家族計画を立てやすくするための表を作成するなど様々な工夫が見られた点

は USF における業務の効率性を高める促進要因である。そのような創意工夫は今後も継続され、発展し

ていくと考えられる。 

                                                  
15 県内の USF の数は、プロジェクト開始当初は 36 であったがその後増加し、中間レビュー時点では 41 であった。そして、

2015 年 9 月の時点で、その合計数が 44 となり、新たに設置された全ての USF は機能している。カアグアス県全体で必要

とされている USF の数は、約 90 とされている。 
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さらに、PDM の活動の中には含まれていないが、本プロジェクトでは民間企業等に対して協力を働き

かけ、資機材の支援を受ける等、具体的な取り組みがなされている点は特筆すべき点として挙げられる。

例えば、妊婦を健診する際に使用している年間カレンダーは、妊婦の出産予定日やそれまでに必要な健

診の時期等を示すのに活用されており、USF 職員の業務の効率化を促進している。また、JOCV が作成

したポスター16が USF において活用されており、使いやすく効果が高いという評価を得ていた。これら

の本プロジェクト外の関係者からの協力は、業務の効率性を高める促進要因となっている。 
加えて、ラジオ等のメディアを活用した健康に関するメッセージを発信していくことは、効率性を促

進する要因となる。2014 年には、ラジオによる健康教育活動（1 回あたり 5－10 分程度）が 216 回実施

されたが、今後はラジオだけではなく様々なメディアを使った健康教育活動を展開することで、より効

率的な PHC 活動の推進に繋がる。 

 
(3) 活動面の効率性 
本プロジェクトの活動は 2 名の長期専門家と 5 名の日本人短期専門家、9 名のエルサルバドル人短期

専門家及び 2 名の秘書と 1 名の運転手が JICA からの投入として活動に従事してきた。厚生省及びカア

グアス県衛生局の職員の計 17 名がこれまで本プロジェクトのカウンターパートとして配置され、運転

手 1 名もパラグアイからの投入として本プロジェクトの日々の活動に従事した。活動の量とプロジェク

ト実施期間、人員を考慮すると本プロジェクトの実施体制は概ね効率的であったと判断できるが、活動

の 2-2 や 2-3 等、大幅に遅れている活動も確認された。以下に活動の効率性に係るいくつかの特記事項

を記載する。 
中間レビュー時点で、活動計画表と活動の進捗状況を比較したところ、6 ヵ月程度の活動の遅れが確

認された。その原因として、プロジェクトの実施に関するコンセプトが関係者の間で固まっていないま

ま、プロジェクトの前半は活動が進められたことと、関係者の間で PHC に関する理解が不足したままで

あったことが挙げられる。プロジェクトの開始当初から PHC に関して関係者で十分に理解し、PHC を

促進するためのプロジェクトの具体的な実施方針や活動内容が明確になっていれば、プロジェクト前半

の活動効率を上げることが出来たと思われる。 
また、活動の効果を上げるためにプロジェクトの開始当初から中央と地方に委員会を設置し、プロジ

ェクトの実施を展開していたが、その方法は 2 つの委員会の物理的な距離も含め、必ずしも効率的とは

言えない側面があった。しかし、結果的にプロジェクトの途中で起こった厚生省の人事異動により、研

修中央委員会も研究中央委員会も機能しなくなった。研修中央委員会が途中で機能しなくなったことは、

研修モジュール作成の遅れの原因となった。しかし、カアグアス県にある研修地域委員会が研修中央委

員会の担ってきた機能を引き継ぎ、プロジェクト後半の研修活動を牽引した。それにより、研修の計

画・実施・評価の機能が研修地域委員会に集約されたと同時に、研修地域委員会のメンバーの能力が高

まっていったことも加わり、中間レビュー以降は、より効率的に研修に係る業務を行うことが出来た。 
加えて、ベースライン調査は、プロジェクトの 1 年次から 3 年次の後半まで実施された。ベースライ

ン調査は当初機能していた研究中央委員会と研究地方委員会を中心に計画・実施・分析されていたが、

収集情報が膨大であったことに加え、両委員会のメンバーの活動時間が限られていたこともあり、計画

と実施に多くの時間と予算を費やした。最終的には、収集情報を絞り、いくつか選定した項目に関した

分析を行うことで本活動を終了させた。本来のベースライン調査の位置付けや、本活動にかけた時間や

                                                  
16 妊婦健診や、風邪、歯の治療等様々な種類の紙芝居式のポスターがあり、それらは JOCV が関係者と意見交換を行いな

がら自分達で絵を描いて作成し、USF に配布した。 
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予算を他の活動に充当していた場合、他の活動がもう少し効率的に実施出来ていた可能性がある。これ

らの点から本活動は効率的ではなかったと判断できる。 
他方で、中間レビューにおいて、その時点までで全く着手されていなかった住民参加活動の重要性が

再確認され、早急な活動の着手が求められた。その後すぐに IEC の専門家が派遣され、住民参加活動の

枠組みや実施方法等が検討され、必要な研修等も含め、住民参加活動が開始された点は、効率的に専門

家の派遣が準備され、活動が行われたと考えられ、そのインパクトを考慮すると非常に意義が髙かった。 
JICA の保健分野の JOCV がこれまで本プロジェクトの対象地域に派遣されてきた17。本プロジェクト

は JOCV と緩やかな連携を持ちながら PHC に係る活動について協力を行ってきた。USF に配置された

JOCV は、保健情報の入力や、ポスター等の啓発教材の作成、コミュニティでの啓発活動等の日々の業

務の支援を行い、USF での業務効率を高めることに貢献した。 
民間企業に対して財政支援を取り付けることにより、USF 業務をより効果的に行うための資材を調達

し、その結果 USF における活動の効率化に寄与した。 

 
(4) コスト面の効率性 
本プロジェクトを通じて多くの機材が供与された。それらの多くは血圧計やドップラー、ブライザー

等の医療機材に加え、パソコンやプリンター等の情報処理のための機材も含まれている。それらの機材

は USF において有効に活用されている。他方で、救急調整センターに配備された供与機材が現時点では

活用されていない。その点は、コスト面の効率性を下げる要因となっている。 

 
4-1-4 インパクト 

現時点では上位目標の達成見込みを判断することは困難であるものの、以下を総合してインパクトは発

現しつつある。 
 
(1) 上位目標の達成見込み 

上位目標の指標の 1 と指標 2 は達成されていない18。現時点で、上位目標が達成される見込みの判断

を行うことは困難である19。 
 
(2) 上位目標以外のインパクト 

住民参加活動のパイロットとして選定された USF で形成された保健委員会が住民の協力によって運営

されており、住民が保健委員会の活動を通じて、自分の健康を増進することは自分達の責任でもあると

いうことへの理解が深まり、住民参加活動を行う前より積極的に地域の保健活動に参加する等、住民参

加活動による正のインパクトが発現してきている。 
また、プロジェクト対象地域のある USF においては、住民参加活動のアプローチの一つとして導入さ

れている寸劇を当該地域の先住民の若者だけで演じており、文化・社会的な壁を超え、先住民のコミュ

                                                  
17 保健分野の JOCV はこれまで 2012 年に 6 名、2013 年に 5 名、2014 年に 5 名、2015 年に 7 名カアグアス県に配置され、

活動を行っている。 
18 上位目標の指標以外に関する波及効果の発現が様々な形で確認されていることから本項目の評価結果を判断した。 
19 2012 年の第 5 衛生行政区の妊産婦死亡率は出生 10 万対 49.3 であったが、2013 年にはその数値が 92.7 となっており、

2014 年の数値は改善しているものの、一定の傾向を把握しにくい。また、2011 年の第 5 衛生行政区の 1 歳未満児の死亡

率は出生 1,000 対 12.0 から 2012 年には 12.4 と微増しており、2014 年には 13.3 と増加している。そのため、両指標に

おいて、現時点で正確にその傾向を把握し今後の見通しを想定することが難しいと判断する。 
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ニティにおいても正のインパクトをもたらしている。それにより、寸劇を含めた住民参加活動のアプロ

ーチは先住民コミュニティというこれまで USF があまり活動を行うことが出来なかった地域での PHC
に係る活動を行うために効果的であることがわかり、それは、他の先住民コミュニティにおいても同様

のアプローチで効果をもたらすことが期待できる。 
本プロジェクトの活動について、PAHO や韓国国際協力団（Korean International Cooperation Agency、

以下「KOICA」と記す）等他の開発パートナーが強い関心を示し、カアグアス県以外でのプロジェクト

において、本プロジェクトが実践してきた USF を核とした PHC の実施に関するノウハウを取り入れた

いと考えている。特に PAHO については、チャコ地方20における USF の機能強化を行う方針を表明して

おり、特に住民参加の実施方法やこれまでのインパクトについて本調査期間中にプロジェクト専門家や

その他の関係者との意見交換を行った。 
また、2015 年 7 月 30 日に本プロジェクトによってカアグアス県で実施されたシンポジウム、「パラグ

アイの PHC システムの開発展望」において他県の衛生局長と PHC コーディネーター、USF の代表者ら

を招き、カアグアス県による本プロジェクトのこれまでの活動内容や成果について発表し、それについ

て意見交換を行った。その場において、USF を効果的に機能させ、PHC を推進している例は全国でも稀

であり、貴重な先行事例として捉えるべきであるという意見があり、参加者から称賛と強い関心を示す

声が上がった。上記の点を考慮すると、PHC に係る他の機関が本プロジェクトによる PHC の実施方法

を参考にし、同じまたは類似した方法で PHC を実施展開したいと考えていると判断でき、上位目標以外

における波及効果が生れて来ていると考えられる。 
他方で、USF では分娩介助を行わず、より上位の医療施設での出産を奨励する制度設計になっている。

このために、特に遠隔地や貧困家庭等で上位の保健施設を利用できない人たちの出産が、むしろ自宅な

どで行われることにならないかが中間レビュー時に負のインパクトの可能性として挙げられた。しかし、

カアグアス県の施設分娩率は 2013 年 91.3%、2014 年 93%と改善の傾向にあることから、上記の負のイ

ンパクトは今のところ発生していない。 
加えて、成果 4 の活動に関連し、救急連絡体制の整備の一環として救急車を購入する際に悪路でも搬

送が出来るように全ての車両を四輪駆動車（Four Wheel Drive Vehicle、以下「4WD」と記す）にした。

それに影響を受けた厚生大臣が SEME 新規に購入する 100 台の救急車を全て 4WD にするよう SEME に

指示し、それが実現した。パラグアイの農村においては、道路状況が悪く、雨が降ると通常の車両では

移動が困難になる道路が多いことから、SEME の救急車が 4WD に変わった意義は大きく、それは本プ

ロジェクトによる波及効果として捉えることが出来る。 
カアグアス県国立大学の研究者は、本プロジェクトの研究地方委員会のメンバーとなり、ベースライ

ン調査の準備、実施、分析作業を行ったのみならず、学生（60 名）が地域の中に入り調査を行うことに

よって、地域の課題を把握し今後のキャリア形成において PHC の理解を促進することに貢献したという

報告が出されている。つまり、近年話題となっている社会変革を目指した教育と研究のあり方

（Transformative Learning）の実践として、カアグアス県の USF 活動が重要な役割を担っていることが正

のインパクトとして観察された。今後は、USF の活動促進や全国展開に向けたエビデンスの集積を目指

し、行政と研究機関のさらなる連携が求められている。 
プロジェクト成果の近隣国への波及としては、9 月 23 日～25 日には、パラグアイ保健大臣のイニシア

ティブによる国際シンポジウムを開催し、近隣 10 か国の PHC 関係者および国内全県の関係者を招待す

                                                  
20 チャコ地方は、アクセスが困難で先住民の割合が高く、人口密度が他県と比較して低い地域である。 
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る予定である。プロジェクトでは PAHO の協力を得て、パラグアイ保健省が主体となり、PHC に関する

アスンシオン宣言を採択する方向で調整中である。このような国際シンポジウムを契機に、地域ネット

ワークによる知的共創が強化され、PHC 人材の育成や家庭保健サービス普及におけるエビデンスの集積

や内発的な発展が促進されることが期待される21。 
 
4-1-5持続性 

政策面、技術面の持続性はある程度高い。他方で、組織・財務面の持続性は十分とは言えない。 
 
(1) 政策面 

厚生省の「保健医療分野政策 2013-2018」では、PHC は貧困対策の一部として優先順位が高く置かれ、

当面はその政策的な位置付けは変わらないことが見込まれる。また、現在の厚生省の PHC 総局長や関連

総局長はカアグアス県で構築されてきた USF を核とした PHC のモデルの実施・拡大を行う意思を表明

している。カアグアス県の衛生局長やカアグアス県庁も県内の USF の強化を通じた PHC の実施を継続

して行う方針を持っていることから、今後もカアグアス県やパラグアイ国内において USF を核とした

PHC 実施のための保健医療サービスが提供され続けることが見込まれ、その実施体制も強化され続ける

ことが期待できる。 
他方で、これまで本プロジェクトで作成してきた業務公的文書は未だ厚生省によって承認されていな

い。USF の機能評価の方法や USF を核とした PHC 実施のモデルも厚生省によって公式に認定を受けて

いないことから、そのための協議を継続し、必要な手続きをプロジェクト終了までに行う必要がある。

それにより、本プロジェクトを通じて構築・作成されたシステムやガイド及びマニュアル等が公式な方

法や資料として今後の全国での PHC の実施展開の持続性を高めることに繋がる。 
 
(2) 組織・財務面 

PHC 総局を中心に、企画・評価総局、ネットワークサービス総局が厚生省における PHC の実施主体

となる。また、カアグアス県では、県衛生局が PHC の実施主体であり、活動の実施やモニタリングを行

っている。厚生省の上記関連局が PHC の実施方針や戦略を策定し、県レベルで実施されている活動状況

や保健指標に関するモニタリングを行っている。これまでのプロジェクト実施期間において PHC の実施

体制に変更がなかった状況を鑑みると、その体制は今後も維持される見込みが高く、本プロジェクトを

通じた経験も含め、PHC 実施に係る知見が蓄積されてきている。そのため、組織の基本的な持続性は確

保されており、政権交代等がない限り、今後もこれまでの体制で PHC は実施されることが期待できる。 
他方で、財政面における持続性は現状が今後も確保されていくことを見込むことは出来るが、2014 年

から 2015 年にかけて厚生省の PHC に係る予算が減少傾向にあることが本調査において確認された22。

厚生省全体の予算も過去数年においては、横ばい状態で増加していない。それらの点を考慮すると、今

後もある程度現状を維持していくことは可能と判断できるが、USF を核とした PHC を全国で展開してい

く上で、十分な予算が確保されるか現時点では不透明である。USF の保健推進員が不足している点も考

慮すると、財務的な持続性を高めるため、PHC や USF のための予算の増加が求められる。 

                                                  
21 Dal Poz et al. Assessment of human resources for health programme implementation in 15 Latin American and 

Caribbean countries. Human Resources for Health (2015) 13:24 
22 厚生省の情報によれば、2014 年の PHC の為の予算は、205,971,079,989 グアラニーであったのに対し、2015 年の PHC

の為の予算は、187,650,960,053 グアラニーであり、約 9%減額された。 
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さらに、PHC に係る能力強化の実施に関し、より持続的な体制の構築が必要である。本プロジェクト

の活動を通じてカアグアス県の研修地域委員会が作成した USF 教育用モジュールに係る研修の実施能力

を高め、質の高い研修の提供が可能になった。そのため、そのリソースを今後も活かす形で PHC の全国

展開のための体制構築を検討すべきである。現在行っている厚生省による各疾病に関する研修実施の仕

組みとカアグアス県の研修地域委員会が行ってきた研修実施の機能とシステムを有効に組み合わせ、お

互いを活かす形でカアグアス県だけでなく、他県での PHC に係る研修の実施体制を構築すれば、その組

織的な意義と継続性が高まると考えられる。 
また、寸劇の手法に代表される住民参加型のアプローチは先住民でも主体的に参加することが出来、

文化的にも受容されるアプローチであることが把握出来つつある。そのため、住民参加型の手法を導入

し、成功したことで、USF に対する先住民も含めた地域住民のオーナーシップが高まり、USF の活動や

運営に関する持続性が高まる要因となった。 
 
(3) 技術面 

本調査を通じて、本プロジェクトに係る主要関係者の全てが PHC に関する高い認識と今後の実施に関

する強い意欲を持っていることを確認することが出来た。そのため、USF を核とした PHC 実施が、予防

を重視し、より多くの住民に保健サービスを提供する趣旨の下、進められていくことが期待できる。 
また、カアグアス県の研修地域委員会が本プロジェクトの活動を通じて研修の計画・実施能力を高め、

質の高い研修を実施することが出来るようになったことは、技術的な側面における今後の PHC の実施展

開において大きな貢献要因である。プロジェクトの後半にカアグアス県の研修地域委員会が中央委員会

の役割も担っていたことを考慮すると、能力強化において今後もカアグアス県の研修地域委員会が果た

す役割は高いと考えられる。厚生省の監督・指導の下、カアグアス県の研修地域委員会の機能と研修実

施能力を最大限活かす形で、プロジェクトの残り期間だけでなく、その後の PHC に関する研修の実施体

制を構築すれば、技術的に適切かつ質の高い研修をカアグアス県だけでなく、他県でも実施可能となる。 
さらに、本プロジェクトの住民参加型のアプローチとして、寸劇が効果を上げているが、その後のス

テップとしてコミュニティ診断や、USF の年間活動計画の作成等も USF と住民が協同で実施している。

その後、収集・分析した情報を住民に共有し、協議を行う方法は、住民参加型手法の本来の目的や、意

義を理解した実施方法である。カアグアス県衛生局の PHC コーディネーターや地域研修委員会のメンバ

ーは、住民参加手法の意義を適切に理解し、自分達で実施方法に関する調整や工夫を行いながら活動し

ていることが本調査の聞取りを通じて明らかになった。上記の点は技術面から見て、住民参加に関する

活動の持続性を高める要因となっている。その点は今後の活動を行う上で非常に重要であり、本プロジ

ェクトの大きな成果の一つとして考えられる。 

 
(4) 社会・文化・環境面 

カアグアス県における USF のモデルを形成する一つの重要な要素が住民参加型のアプローチである。

その特徴の一つとして寸劇の導入が挙げられるが、少数民族自らが団員となり、寸劇を行うことが出来

ており、周辺のコミュニティから高い関心を集め、地域住民の健康への意識改善に役立っている。その

ため、一度住民参加型の考え方が受け入れられれば、文化的には問題なく、USF と住民が協力する形で

健康増進のための活動を継続的に行うことが可能と考えられる。 
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4-2 結論 
本プロジェクトの妥当性は高い。パラグアイの国家保健政策や日本の援助方針と整合性が高く、また

カアグアス県の特徴を考慮するとパラグアイの中で典型的な県と一つと言えることから、USF モデルを

形成するには適切な選択であったと言える。 
有効性は、中程度である。PDM の成果とプロジェクト目標との論理関係は適切である。他方で、活動

の遅れから成果が発現されていないものがある。プロジェクトの残り期間と業務量を考慮すると、プロ

ジェクト終了時までにすべての活動を終えることは困難であり、プロジェクト目標達成の可能性は限ら

れていると判断できる。 
効率性は、やや高く、今後さらなる改善が期待できる。プロジェクトにおいて形成された研修地域委

員会が適切に運営されており、効率的な研修の計画や実施が可能となっている。同委員会の研修計画・

実施・モニタリング能力は、今後の USF モデルの全国展開に向けて、非常に有益である。他方で、プロ

ジェクト開始から現在まで、厚生省およびカアグアス県衛生局において多くの人事異動が行われ、プロ

ジェクト実施の効率性に負の影響を与えた点は否めない。 
インパクトは、発現しつつある。PAHO 等の関係パートナーは、本プロジェクトの住民参加に係るア

プローチや実施方法に強い関心を示しており、プロジェクトの成果を他県に対して実施していきたいと

考えている。 
持続性は、組織・財政面については十分とは言えない。他方で、政策・技術面については、本プロジ

ェクトは国家保健政策と整合性が取れており、また厚生大臣および厚生副大臣をはじめとした主要関係

者は USF を基盤とした PHC に関する高い認識と今後の実施に向けて強い意欲を有していることから高

いものと判断される。 
上記の 5 項目評価以外に特筆すべき点として、住民参加の活動が中間レビュー以降、非常に大きな進

展を見せた点が挙げられる。住民参加活動が促進されたことで、USF の活動の深度が深まり、幅も広が

った。USF と地域の住民との距離も縮まり、住民が USF の活動に、オーナーシップを感じながらより積

極的に関わるようになり、支援してくれる人も増えるなどの効果があり、USF の活動の持続性を高める

要因となっている。また、住民参加手法は、カアグアス県の PHC コーディネーターや研修地域委員会の

メンバーらに適切に理解され、住民参加の活動が実施されている。 
このような USF の機能強化によって、プロジェクトが新しい課題に取り組んでいくことが期待される

ことを鑑み、継続中の活動を自立発展のためにある程度まで促進していくこととともに、USF の新しい

機能強化に向けた制度的・政策的な枠組みの見直しと展望が重要であると考えられる。 
よって、カアグアス県で構築されたモデルの継続的な発展と新しい方向性の政略的策定や実施体制を

強化するため、計画されたプロジェクト期間を延長させる必要があると判断される。最大で一年間のプ

ロジェクトの延長を検討し、USF モデルの持続的な発展のため、以下の 3 つの活動に傾注することを提

案したい。一つ目は、計画されていた 10 の研修モジュールの最終化（特に残り 4 テーマ）とそれらモジ

ュールの導入研修の実施を行うこと。二つ目は、現時点では全国の 70％（カアグアス県では 64％）を

占める保健推進員の配置されていない USF における住民活動促進のための実施モデルを検証し、今後の

発展的展開のための戦略を策定すること。三つ目は、プロジェクトでつくった仕組みの制度化（研修地

域委員会など）やマニュアルなどの成果品の国家承認、最終的にはカアグアス県で実証された USF の包

括的実施モデルの国家承認を行うこと。さらには、この期間において PHC の国家的推進を目的とした

USF 政策の国家プログラム化へのロードマップの策定と政策対話の実施が行われることで、政治的なコ

ミットメントを引き出すことが期待される。 
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第 5 章 提言と教訓 
5-1 提言 
5-1-1 プロジェクトへの提言 

(1) USF の機能が強化され、世帯訪問や住民が主体となった保健プロモーション活動の推進によって、

これまで見えなかった健康課題が顕在化されている。例えば、十代の望まれない妊娠、障碍者、高齢者

の課題、非感染症（高血圧、がん、精神疾患）などの重要性が浮き彫りになってきた。今後、USF にお

いてこれらのさまざまな課題について対応していくことが求められており、特にカウンセラーやソーシ

ャルワーカーといった新しい解決手段が必要となっている状況である。この意味で、カアグアス県にお

いては USF が次の段階に発展してきていることを鑑みて、将来の USF に関する支援の方策をプロジェ

クト終了までに展望することが重要である。 
 
(2) 保健推進員がいない USF の実施モデルを検証することは、保健推進員が適切に配置されていない現

状から、早急に検証される必要がある。特に、住民参加型ヘルスプロモーションの実施にあたっては、

保健推進員の代わりとなる保健ボランティア等の地域リソースの活用が重要であり、彼らに対する活動

の動機づけ（キャンペーン、イベント等）を考慮したモデルを検証することは持続性の観点からも重要

である。また、アウトリーチ活動における実施体制や役割分担の明確化も重要である。 
 
(3) 本プロジェクトにおいては、USF の基礎となる継続教育モジュールの完成だけは終わらせておかな

いと次の段階に進む障壁になる可能性がある。すなわち、継続教育モジュール 1－10 の完成と導入研修

までは終了していくことが重要であると考えられる。 
 
(4) 県研修委員会などの業務所掌を明確にし、職務として遂行できるような制度化を進めることで、USF
モデルにおける人材育成を継続的に行う基盤を整備することは、大変重要である。プロジェクトの働き

かけにより、保健省内での国家承認プロセスが円滑に進むことが期待される。 
 
(5) USF 研修モジュールの 4 と 5 の実施については、44 の USF 中 31 の USF において完了していないの

で、今後早急に完了させる。 
 
(6) USF 評価シートを使って第 2 回目の USF 機能評価を行い、USF が適切に機能しているかどうかを確

認することで、USF のモデル化を効果的に行うことができるようになる。 
 
(7) 本プロジェクトにおいて構築された USF モデルの国家承認および全国展開のためのロードマップ等

を含む出口戦略を C/P を中心として、政策立案者や NGO などのステークホルダーとともに作成し、そ

の実施におけるモニタリングを行うことが重要である。 
 
5-1-2 カアグアス県への提言 

(1) 保健省による USF の年間活動予算計画をさらに充実させるための市医療審議会による年間保健予算

計画において、USF 活動促進を明示的に盛り込むとともに、県庁および県医療審議会は USF の活動促進

に関する指導監督および技術的支援を行うことが期待される。 
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(2) 地方分権化の促進という背景において、USF の運営に関する資金フローを効果的及び効率的に実施

するための見直しが求められていると考えられる。例えば、厚生省、県政府、市政府のそれぞれの予算

が、予算枠組みのなかで USF が運営されている状況を今一度分析し、より効果的で包括的な実施に向け

た新しい資金フローのあり方を検討する必要が出てきていると考えられる。特に、現場レベルで認識さ

れつつある保健分野を超えた社会課題の解決のための効果的な資金フローを検討することは急務な課題

となってきている。 
 
(3) 救急調整センターを機能させ、プロジェクトで供与した救急車等の適切な使用および稼働を促進する

ことが求められる。 
 
5-1-3 厚生省への提言 

(1) USF の実施モデルについて国家承認を促進するとともに、全国展開におけるロードマップ（特に資

金的、人的、組織的）を明確にし、国家プログラムとしての政治的な動きを醸成していくことが期待さ

れる。 
 
(2) USF の継続的な発展に向け、政府には 2018 年までに USF の 40%増設を実現するための財政的なコミ

ットメントが期待される。特に、施設の拡充のみならず、医師や看護師ならびに保健推進員等の配置と

継続教育の実施のために予算規模の拡充が最優先課題であると考えられる。場合によっては、税制改革

による新たな財源の確保、USF 支援のための特別枠予算を検討、厚生省を超えた国家プログラムとして

他の省庁の予算を充当できるような仕組みならびに地方自治体による資金的なコミットメントの増加等

による資金調達における新しいアイディアが求められる。 
 
(3) USF の将来的な機能強化のために、USF の運営と活動に関しては、厚生省のみならず他省庁との連

携が必要とされる状況になっている。例えば、小中学校の学生、農業共同体や民間企業との協同的な活

動や連携の促進が求められてきており、厚生省と他省庁との覚書き（Memorandum of Understanding、以

下「MOU」と記す）等の締結も視野に入れた、マルチセクターによる支援体制強化を考慮することが重

要であると考えられる。 
 
(4) 保健推進員の配置を増やし、USF 機能強化を通して PHC 活動を促進することが期待される。 
 
(5) 本プロジェクトにおいて構築された USF モデルの全国展開の実施モニタリングを行う。 
 
5-1-4 JICAへの提言 

(1) 本プロジェクトで検討された出口戦略の実施におけるモニタリングを行い、適宜指導することが期待

される。 
 
(2) USF がカアグアス県において地域の住民とともに保健課題に取り組み始める等新しい段階に発展し

てきていることが確認されたことで、基礎となる継続教育モジュールの完成や保健推進員がいない実施

モデルの検証、さらには USF モデルの制度化支援などの重要課題をプロジェクトとして支援することは、

USF が次の段階にいくために必要最低条件なものと考えられる。よって、これらを実施するための適切
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な期間延長について検討することが重要である。 
 
5-2 教訓 

PHC の促進において、パラグアイでは慢性疾患の増加における対策が急務になっている背景を踏まえ、

パラグアイ政府は USF という新しい実施体制を打ち出したことの意義は大きい。特に、USF においては、

出産サービスを廃し、家庭医を志望する医師を配置するとともに、住民参加活動を通じたコミュニティ

におけるヘルスプロモーション活動の実施体制を保健推進員の強化によって、戦略的に新たな健康課題

に対応する機能を付加した意義は大きい。プロジェクトは、まさにこのような地域保健の革新的モデル

を検証するための大きな貢献を行ったと考えられる。プロジェクト期間を通して、パラグアイ政府、特

に厚生省および地方自治体の USF に対するコミットメントの高さは特筆されるものであり、プロジェク

トはこのような情熱に対して具体的な活動を提示することにより多大な貢献を行った。 
 
住民参加型ヘルスプロモーション活動を促進するために、寸劇等を通して住民が主体となる健康教育

活動を実施する能力を育ててきたことにより、住民が自分たちの健康課題について認識し、その課題解

決に向けた取り組みを USF と共に行うようになった。これは、PHC の精神を具体化した非常に重要な取

組であった。また、住民参加型の活動により、USF に勤務する医療従事者側の PHC に対する理解の促進

とさらなる革新的なアイディアなどの発案に繋がってきたことが確認されてきた。これにより、現在ポ

スト 2015 年保健課題として重要性が強調されている UHC の達成において、供給側と需要側の双方の努

力がシナジーを生む基盤を USF が担うことが可能となったことは、大きな意義であると考えられる。 
 
プロジェクトが研修地域委員会を設置し、積極的に活用してきたことにより、中央で作成された USF

に対する標準的研修モジュールの実施を、現場のニーズに即し、またリソースを活用した研修プログラ

ムの円滑な実施に繋げたことは、プロジェクト全体のパフォーマンスの向上に寄与したと考えられる。

さらには、研修地域委員会そのものの自信や動機づけの向上によって、将来的な人材育成の地域基盤と

して機能することが期待され、PHC の理解促進と実施において大きな貢献が期待される。 
 
文化・風習・経済レベルの類似する国を選定し、第三国研修および当該国からの第三国専門家派遣を

行うことにより、プロジェクト関係者は USF を基盤とした PHC 実施に対する具体的なイメージが沸き、

プロジェクト活動の実施に対する動機づけが図られた。特にエルサルバドルから派遣された第三国専門

家の特定分野に対する技術力と日本人専門家のマネジメント力の相乗効果は、プロジェクトの進捗に大

きく貢献した。 
 
プロジェクトの中間評価が、単なる評価に終わらず実施促進のための技術的アドバイスや関係者間の

意識の向上等に寄与することで、プロジェクトの戦略や方向性が具体的に関係者間の中で共有されたこ

とにより、プロジェクト後半での大きな発展につながってきたことは特筆される。他の類似案件におい

ても、評価結果に基づき、適切な技術アドバイスを加えつつ関係者間の方向性を助言できるような支援

が適宜検討されてもよいのではないかと思われる。 
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指標 指標データ入手手段 外部条件

1 第5衛生局行政区で妊産婦死亡率が出生10万対50以下
になる。（2010年101.7、2011年104.0、2012年49.3、2013
年92 7）*

1 県衛生局の統計

2 第5衛生行政区で1歳未満児死亡率が出生1,000対10以
下になる。（2010年14.6、2011年12.0、2012年12.4）

2 県衛生局の統計

1 カアグアス県のUSFにおける受診者数が2012年に比べ
50%増える。（2012年148,113、2013年177,941）***

1-1 USF月報 PHCに係るパラグアイ政府の方向性が
維持される。

2 カアグアス県において、妊娠4ヵ月までに妊婦健診を受け
た率が50%になる。（2010年25.7%、2011年25.3%、2012年
40.6%）

1-2 県衛生局の統計 PHCに関する政府のコミットメント（予算、
人的資源、機材等）が維持ないし、増加
される。

3 カアグアス県において、施設分娩率が95%になる。（2010
年87.8%、2011年90.1%、2012年90.0%）

1-3 県衛生局の統計

4 カアグアス県のUSFにおいて継続的にコントロールされ
ている高血圧患者の数が2012年と比べて50%増加する。
（2011年11,059、2012年33,783、2013年38,314）

1-4 USFの月報

1
1-1 USFに関する諸業務公的文書が整理され、改訂が行わ

れ、公的に認証される。** （現時点では0）
1-1 改訂されたマニュアルやプロトコル、その他

文書

2-1 USFの基礎的機能評価の数値が改善される。（現時点で
は未実施）

2-1 県衛生局のアセスメント記録・報告 地域審議会に人員が適切に配置されて
いる。

2-2 県衛生局が定期的に行ったモニタリングが100%になる。
（現時点では活動が開始されたばかりであるため0%）

2-2 県衛生局のモニタリング記録・報告 研修委員会に人員が適切に配置されて
いる。

2-3 USF活動の年間資金計画が策定した市医療審議会の数
が増える。（現状は要確認、最大21）

2-3 USFの記録・報告または、県衛生局のモニ
タリング記録・報告

USFの基礎保健サービスが円滑に遂行
できるための基礎的機材や薬品が確保
される

成果

厚生省において、保健医療サービス（USFを含む）における
PHC体制が明確にされる。

2
カアグアス県におけるUSF活動に関係する保健行政機関、保
健サービス提供機関及びガバナンス（医療審議会）の運営管
理能力が向上する。

添付資料 1: Project Design Matrix

案件名：パラグアイ国　プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト

対象地域：カアグアス県（第5衛生行政区）

ターゲットグループ：厚生省、第5衛生行政区におけるPHC活動に関連する職員及びカアグアス県の各レベルの医療審議会、保健医療サービス従事者

プロジェクトの要約

裨益対象者：カアグアス県の住民

協力期間：2012年2月～2016年1月（4年間）

上位目標

プロジェクトの対象地域において、母子保健水準が向上する。

プロジェクト目標

プロジェクト対象地域において、USFを核とした保健医療サービス体制
が整備される。



3-1 研修中央委員会によって認定された研修教材を用いて、
実施された研修を受講したUSFメンバーの数が500以上
になる。（現時点では0）

3-1 県衛生局のモニタリング記録・報告、プロ
ジェクト報告書

USFにおけるに人員が適切に配置され
る。

3-2 コミュニティでの健康教育の講習の数が増加し、終了時
評価時点で2,000を超える。（2011年813、 2012年1,317、
2013年1,337）

3-2 USFの月報

4
4-1 USFから出産のために搬送された妊婦数が増加する。

（現時点では0）
4-1 USFの記録・報告または、県衛生局のモニ

タリング記録・報告

投入

1-1

1-2

1-3 政権交代による幹部の人事異動が必要
以上に起こらない。

1-4 SEMEのリソースが円滑に活用できる。

1-5

1-6

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5
前提条件

2-6

県衛生局によるUSF活動の定期的モニタリングを促進し、指
導監督機能を促進する。

カアグアス県におけるUSF長期戦略計画（財政戦略、人材戦
略、開発戦略等）を策定する。

PHCサービス強化に係る基礎的機材を整備する。

USFの基礎機能評価基準を明確にし、モデルの策定の基準と
する。

機材供与：PHC関連基本医療機材（母子保健、救急関連等）、
車両等

上記の機能評価に基づいて定期的に既存のUSFの機能評価
を行う。

研修実施、教材作成等

医療審議会とUSFが協力し、USF活動に関する戦略計画及び
年間活動資金計画を策定し、実施・評価を行う。

カアグアス県におけるUSFモデル普及のための広報教材等を
作成する。

短期専門家：IEC、調査研究 プロジェクト事務所スペースの提供

USFモデルの全国及び国際的普及のための各種フォーラム
の開催及び、共催支援を通して広報活動の強化を行う。

研修受け入れ：本邦研修、第三国研修 事務所維持経費等

カアグアス県で策定されたUSF機能評価の標準化を中央レベ
ルで行う。

専門家派遣 C/Pの配置

カアグアス県におけるUSFモデルの全国普及のための戦略を
策定する。

長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整、地域保健 C/P経費

県レベルの救急連絡体制の確立が支援される。

活動

第5衛生行政区における保健医療サービスに係るベースライ
ン調査を行う。 ＜日本側＞ ＜パラグアイ側＞

USFに関連する公的文書を整理し、実態に応じた改訂を通し
て承認作業を行う。

3
カアグアス県におけるUSFの包括的マネジメント能力（臨床
的、行政的、住民参加促進）が向上する。



3-1 厚生省と県衛生局の予算が確保され
る

3-2 PHCに係る実施体制が変更されない。

3-3

3-4

3-5

3-6

4-1

4-2

4-3

**

***
2013

164,348
13,593
177,941

カアグアス県USF診療数
カアグアス県自宅診療数

* USFの情報システムは従来の保健統計システムよりも世帯別の保健情報システムとしてより正確に人口動態及び疾患サービス利用が明確になる特徴がある。本来、国家保健統計システムにはUSFモニタリングシステ
ムと同期しなければならず、その指標においても整合性が取られなければならないが、現時点では双方の指標に差異が認められている。今後プロジェクトとしては、USFによる世帯別情報システムを強化し、ポピュレー
ションベース・デモグラフィックサーベイの構築に向けて努力する必要がある。そのためには、USF域内の乳児5歳未満及び妊産婦死亡の前例を補足して、より正確な保健情報システムの構築を可能にするようなモニタリ
ングシステムを作ることも要検討課題である。
現時点では、PHCプロトコルとUSFマニュアルが改訂中である。

USFの総受診者数の2012年と2013年の合計数の内訳は以下の通り。
項目

研修地域委員会が上記の研修におけるモニタリングと研修効
果の評価及びフィードバックを行う。

研修地域委員会が住民参加促進のための戦略的研修プログ
ラムを策定し、実施する。

USFのネットワークを強化し、相互のコミュニケーションを促進
する。
カアグアス県における救急連絡体制の整備をSEMEと協力し
て支援する。

救急連絡体制の実施における基礎的機材の補充及び人材育
成をSEMEと協力して支援する。

妊産婦搬送における救急連絡体制の見直し等を行い、戦略を
練る。

研修中央委員会、研修地方委員会の活動促進を行う。

研修地域委員会がUSF活動における基礎的保健人材育成の
ための研修プログラムを策定し、第5衛生行政区において実
施する。
研修地域委員会が現場のニーズに即した補完研修プログラ
ムを策定し、第5衛生行政区において実施する。

合計数

2012
137,968
10,145
148,113



番号 供与年 機材 モデル名 メーカー 価格 (US$) 数量
総額

(US$) 供与先 設置場所
調達場所

（日本/パラグアイ）
使用状況 備考

1 2011 コピー機 TASKalfa-5500i KYOCERA 7,295 2 14,590 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

2 2011 金庫 0.60x0.60x1.20 1,143 1 1,143 プロジェクト地方事務所 プロジェクト地方事務所 パラグアイ 使用中

3 2011 車両 PATROL NISSAN 38,000 2 76,000 厚生省PHC総局/第5衛生行政局 厚生省PHC総局/第5衛生行政局 パラグアイ 使用中

4 2011 ノートパソコン P755-S5383 TOSHIBA 984 4 3,936 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

5 2011 UPSスタビライザー BLAZER 1000 APS 94 2 188 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

6 2011 カラーレーザープリンター HL3070CW BROTHER 570 2 1,140 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

7 2011 白黒プリンター P3015DN HP 866 1 866 プロジェクト地方事務所 プロジェクト地方事務所 パラグアイ 使用中

8 2011 LCDプロジェクター S10 EPSON 731 2 1,462 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

9 2011 スクリーンプロテクター KPS103 KLIPS 160 2 320 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

10 2011 ビデオカメラ DCR-SX85 SONY 309 2 618 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

11 2011 デジタルカメラ DSC-W610 SONY 138 3 414 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

12 2011 フィルムスレート 1.20x1.50 164 2 328 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

13 2011 椅子 SILVESTRI 417 5 2,085 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

14 2011 机 1.55x0.75x0.75 SILVESTRI 393 3 1,179 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

15 2011 机 1.80x0.75x0.75 SILVESTRI 500 1 500 プロジェクト中央事務所 プロジェクト中央事務所 パラグアイ 使用中

16 2011 L字机 1.70x0.70x0.75 SILVESTRI 607 1 607 プロジェクト地方事務所 プロジェクト地方事務所 パラグアイ 使用中

17 2012 電子体重計 SLIMTOP-150 BALMAK 59 36 2,124 カアグアス県の36USF カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

18 2012 ベビースケール HS25KGP DETECTO 191 36 6,876 カアグアス県の36USF カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

19 2012 テンシオメーター（大人用） 32704 GIMA 28 20 560 カアグアス県の20USF カアグアス県の20USF パラグアイ 使用中

20 2012 テンシオメーター（幼児用） 32704-32910 GIMA 37 29 1,073 カアグアス県の29USF カアグアス県の29USF パラグアイ 使用中

21 2012 聴診器 32534 GIMA 54 28 1,512 カアグアス県の28USF カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

22 2012 噴霧器 28085-28086-28082 GIMA 178 20 3,560 カアグアス県の20USF カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

23 2012 ノートパソコン 4530S HP 824 37 30,482 カアグアス県の36USF
プロジェクト地方事務所

カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

24 2012 白黒レーザープリンター ASERJET PRO P1102 HP 156 31 4,833 カアグアス県の31USF カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

25 2012 ノートパソコン HP4530S HP 829 2 1,659 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

26 2012 胎児心音計 ONOTRAX PRO 3MH SONOTRAX 383 41 15,703 カアグアス県の36USF
プロジェクト地方事務所

カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

27 2012 会議机 MIRNO 427 1 427 プロジェクト中央事務所 カアグアス県の36USF パラグアイ 使用中

28 2012 ノートパソコン 5733 ACER 735 7 5,145 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

29 2012 LCDプロジェクター S12 EPSON 555 2 1,110 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

30 2012 ピックアップトラック TRITON MITSUBISHI 22,500 1 22,500 第5衛生行政局 第5衛生行政局 パラグアイ 使用中

31 2012 テンシオメーター（大人用） YTON GIMA 23 20 457 カアグアス県の20USF カアグアス県の20USF パラグアイ 使用中

32 2012 デジタル体重計（大人用） SLIMTOP-150 BALMAK 48 5 240 カアグアス県の5USF カアグアス県の5USF パラグアイ 使用中

33 2012 パルランテスピーカー EP1291 ECOPOWER 235 2 470 プロジェクト中央事務所/地方事務所 プロジェクト中央事務所/地方事務所 パラグアイ 使用中

34 2012 会議机 BARTOMEU 407 1 407 プロジェクト地方事務所 プロジェクト地方事務所 パラグアイ 使用中

35 2012 冷蔵庫 MD-HE88 MIDAS 258 1 258 プロジェクト中央事務所 プロジェクト中央事務所 パラグアイ 使用中

36 2012 会議机 COLORPLAST 248 3 744 厚生省PHC総局 厚生省PHC総局 パラグアイ 使用中

37 2012 救急車（4X4） PATROL NISSAN 61,950 2 123,900 Yhu地区病院、レギュラトリーセンター Yhu地区病院、レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

38 2012 救急車（4X2） FRONTIER NISSAN 61,900 2 123,800 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

39 2013 温度計 MC-343F OMRON 11 40 440 カアグアス県の40USF カアグアス県の40USF パラグアイ 使用中

40 2013 聴診器 LITTMANN CLASSIC 3M 147 40 5,880 カアグアス県の40USF カアグアス県の40USF パラグアイ 使用中

41 2013 噴霧器 NU320 ASPEN 123 27 3,321 カアグアス県の27USF カアグアス県の27USF パラグアイ 使用中

42 2013 胎児心音計 SONOTRAX PRO SONOTRAX 381 7 2,667 プロジェクト地方事務所
オビエンド地方病院

プロジェクト地方事務所
オビエンド地方病院

パラグアイ 使用中

43 2013 エコグラフ CUS9618F CAREWELL 9,950 1 9,950 オビエンド地方病院 オビエンド地方病院 パラグアイ 不使用 故障中

44 2013 電子心拍測定計 SE-3 EDAN 2,500 3 7,500
オビエンド地方病院
カアグアス地区病院

マニュエル・フルトス地区病院

オビエンド地方病院
カアグアス地区病院

マニュエル・フルトス地区病院
パラグアイ 使用中

45 2013 電解質 103AP DIESTRO 4,857 3 14,570
オビエンド地方病院

Yhu地区病院

Repatriation地区病院

オビエンド地方病院
Yhu地区病院

Repatriation地区病院
パラグアイ 使用中

46 2013 凝固計 DRAKE 1,800 3 5,400
オビエンド地方病院

Yhu地区病院

Repatriation地区病院

オビエンド地方病院
Yhu地区病院

Repatriation地区病院
パラグアイ 使用中

47 2013 微量遠心機 DCS-16RV PRESVAC 795 3 2,385 オビエンド地方病院
Yhu地区病院

オビエンド地方病院
Yhu地区病院

パラグアイ 使用中

48 2013 微量遠心機 CMH-28 PRESVAC 700 3 2,100
Yhu地区病院

Repatriation地区病院
マニュエル・フルトス地区病院

Yhu地区病院

Repatriation地区病院
マニュエル・フルトス地区病院

パラグアイ 使用中

49 2013  分光測光器 BA-88A MINDRAY 3,000 3 9,000
Repatriation地区病院

マニュエル・フルトス地区病院
サン・ジョゼ保健センター

Repatriation地区病院
マニュエル・フルトス地区病院
サン・ジョゼ保健センター

パラグアイ 使用中

50 2013 二重鍋 BM-02 KACIL 509 3 1,527
オビエンド地方病院

Yhu地区病院
カアグアス地区病院

オビエンド地方病院
Yhu地区病院

カアグアス地区病院
パラグアイ 使用中

51 2013 殺菌ストーブ Q317M-23 QUIMIS 1,090 3 3,270
オビエンド地方病院

Repatriation地区病院
マニュエル・フルトス地区病院

オビエンド地方病院
Repatriation地区病院

マニュエル・フルトス地区病院
パラグアイ 使用中

52 2013 顕微鏡 AXL LABOVISION 550 3 1,650
Yhu地区病院

カアグアス地区病院
サン・ジョゼ保健センター

Yhu地区病院
カアグアス地区病院

サン・ジョゼ保健センター
パラグアイ 使用中

53 2014 デスクトップパソコン Compaq Pro 6300 HP 1,319 4 5,276 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

供与機材リスト
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54 2014 タワーサーバー
ML 310e Generación

8 HP 3,986 2 7,972 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

55 2014 カラーレーザープリンター CS510DE Lexmark 751 1 751 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

56 2014 32型モニターテレビ HD LB550B LG 330 2 660 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

57 2014 エアコン 18000BTU Midea 547 3 1,641 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

58 2014 無停電電源装置（2000VA） Blazer Vista APS 127 2 254 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

59 2014 無停電電源装置（1000VA） Blazer Vista APS 83 4 332 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

60 2014 アナログ・デジタル電話センター KX-NS500 Panasonic 1,767 1 1,767 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

61 2014 4ワイヤーエグゼブティブ電話 KX-TS500 Panasonic 114 6 684 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

62 2014 内線用アナログ電話 KX-DT521X-B Panasonic 53 5 265 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

63 2014 UPS EA2001200 VCP 111 1 111 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

64 2014 PCサーバー、記録用ソフト、アクセサ
リー一式

Genérico 2,912 1 2,912 レギュラトリーセンター レギュラトリーセンター パラグアイ 使用中

65 2014 ノートパソコン 240 G2 HP 1,060 5 5,300 カアグアス県の5USF カアグアス県の5USF パラグアイ 使用中

66 2014 プリンター
LASERJET PRO

P1102W HP 100 10 1,000 カアグアス県の10USF カアグアス県の10USF パラグアイ 使用中

67 2014 グルコメーター、試験紙、ランセット GluNEO Lite INFOPIA 123 41 5,043 カアグアス県の41USF カアグアス県の41USF パラグアイ 使用中

68 2014 体温計、テンシオメーター、メトリック
テープ

FT15/1  AS102 BEURER､
ASPEN 62 85 5,270 カアグアス県の41USF カアグアス県の41USF パラグアイ 使用中



年
番
号

コース 日付
ワーク

ショップ回
数

日程 参加者数 対象者

1 委員会運営ワークショップ 03/09/2012 1 1日間 20 厚生省、第5衛生行政局職員

2 PHCにおける看護と参加ケア 06/09/2012 1 1日間 43 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護師）

3 コミュニティーエージェント承認ワークショップ 22/10/2012 1 1日間 31 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護師）

4 調査研究トレーニング 03~05/12/2012 1 3日間 53 厚生省職員、カアグアス県国立大学教授、第5衛生
行政局職員

5 Ecoson管理研修 14/06/2013 1 1日間 66 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護師）

6 コンピューターシステム研修 26/07/2013 1 1日間 38 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護師）、
JICAボランティア

7 調査研究トレーニング 21~23/08/2013 1 3日間 28 中央調査委員会メンバー、厚生省職員

8 調査員向けプレテスト研修 30/09~01/10/2013 1 2日間 81 カアグアス県国立大学教授、学生
中央・地方研究委員会メンバー

9 USFマネジメント研修 08~11/10/2013 1 4日間 13 中央研修委員会メンバー

10 教授法及び教本研修 23~25/10/2013 1 3日間 13 中央研修委員会メンバー

11 コンピューターを用いたデータ記録研修 01, 07/11/2013 1 2日間 6 中央調査委員会メンバー

12 USFマネジメント研修 18~20/12/2013 1 3日間 34 4県の地方研修委員会メンバー（医師、看護師、助
産師、准看護師、コミュニティー代表者）

USFマネジメント研修 12~14/03/2014 2 3日間 41 USFメンバー（（医師、看護師、助産師、准看

護師、技師、コミュニティー代表者）

USFマネジメント研修 26~28/03/2014 3日間 38 USFメンバー（（医師、看護師、助産師、准看

護師、技師、コミュニティー代表者）

14 住民参加型ヘルスプロモーション強化ワークショップ 31/03~01/04/2014 1 2日間 33 厚生省職員、地方研修委員会メンバー、JICAボラン
ティア

15 プレゼンテーションとファシリテーション研修 03~04/04/2014 1 2日間 12 ファシリテーター

16 住民参加型ヘルスプロモーションワークショップ 08~09/04/2014 1 2日間 24 5USF、コミュニティー代表者、コミュニティボランティ
ア、JICAボランティア

USFマネジメント研修 21~23/04/2014 6 3日間 37
USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護

師、技師、コミュニティー代表者、管理スタッ

フ）

住民参加型ヘルスプロモーションワークショップ 11~13/06/2014 3日間 27
USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護

師、技師、コミュニティー代表者、管理スタッ

フ）

USFマネジメント研修 02~04/07/2014 3日間 44 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護

師、技師、コミュニティー代表者）

USFマネジメント研修 23~25/07/2014 3日間 48 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護

師、技師、コミュニティー代表者）

USFマネジメント研修 06~08/08/2014 3日間 44 USFメンバー（医師、看護師、助産師、准看護

師、技師、コミュニティー代表者）

心肺蘇生法研修 21~22/08/2014 2日間 63
P.S.,H.D.,H.R.C.O.,C.S.,
（医師、看護師、助産師、准看護師、技師、コ

ミュニティー代表者）

18 応急処置研修 02/05/2014 1 1日間 22 5USF（看護師、コミュニティー代表者、コミュニティボ
ランティア、JICAボランティア）

19 USFマネジメント研修 01/08/2014 1 1日間 54 30USFのメンバー（医師、看護師、助産師、准看護
師、コミュニティー代表者、JICAボランティア）

2014

17
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20 安全運転講習 05/08/2014 1 1日間 62 医師、看護師、助産師、准看護師、運転手、技師

21 USFマネジメント研修 19~20/08/2014 1 2日間 38 医師、看護師、助産師、准看護師、運転手、技師

22 住民参加型ヘルスプロモーションワークショップ 2014/8/29 1 1日間 24 5USF（医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ
ニティボランティア）

23 5 USFのための住民参加型ヘルスプロモーションに関するコ
ミュニティー介入ワークショップ

2014/10/14 1 1日間 24 5USF（医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ
ニティボランティア）

24 産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 16~17/10/2014 1 2日間 25 地方研修委員会メンバー

25 USF向け住民参加型ヘルスプロモーション強化研修 21~22/10/2014 1 2日間 43 8USF （医師、看護師、准看護師、コミュニティー代
表者）、コミュニティーボランティア

26 ヘルスプロモーション実現のためのコミュニティ組織強化・開
発研修

04~05/11/2014 1 2日間 42 3USF （医師、看護師、准看護師、コミュニティー代
表者）、コミュニティーボランティア

27 8 USFのための住民参加型ヘルスプロモーション強化ワーク
ショップ

17/11/2014 1 1日間 33 8USF （医師、看護師、准看護師、コミュニティー代
表者）、コミュニティーボランティア

産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 01~02/12/2014 5 2日間 30 18USF （医師、看護師、助産師、准看護師、技師、
コミュニティー代表者）

5 USFのための住民参加型ヘルスプロモーション強化ワーク
ショップ

22~23/01/2015 2日間 34 25USF

産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 12~13/02/2015 2日間 34 25USF (医師、看護師、助産師、技師、コミュニ

ティー代表者)

産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 26~27/02/2015 2日間 32 22USF (医師、看護師、助産師、技師、コミュニ

ティー代表者)

8 USFのための住民参加型ヘルスプロモーション強化ワーク
ショップ

16~17/03/2015 2日間 46 27USF (医師、看護師、コミュニティー代表者)、JICA
ボランティア

29 保健委員会・USF合同年間計画作成研修 11/12/2014 1 1日間 25 5USF (医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ

ニティーボランティア)

30 産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 19/02/2015 1 1日間 28 7USF (医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ

ニティーボランティア)

31 保健情報活用ワークショップ 24/02/2015 1 1日間 28 3USF (医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ

ニティー保健委員会メンバー)

32 5 USFのための住民参加型ヘルスプロモーション強化ワーク
ショップ

03~04/03/2015 1 2日間 38 41USF (医師、看護師、助産師、准看護師)

33 産前健診に焦点を当てたリプロダクティブヘルス 10/03/2015 1 1日間 18 5USF (医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュ

ニティー保健委員会メンバー)

34 USF Arroyito Chacoreの保健委員会向けコミュニティ組織開
発フォローアップ研修

07/04/2015 1 1日間 23
Arroyito Chacore USF
医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュニティー
保健委員会メンバー

35 USF Peyupaの保健委員会向けコミュニティ組織開発フォロー
アップ研修

05/05/2015 1 1日間 22
Peyupa USF
医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュニティー
保健委員会メンバー

36 USF Guayakicuaの保健委員会向けコミュニティ組織開発フォ
ローアップ研修

06/05/2015 1 1日間 22

Guayakicua USF
医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュニティー
保健委員会メンバー、先住民コミュニティー保健委
員会メンバー

37 13USFにおける住民参加の保健介入評価ワークショップ 08/05/2015 1 1日間 53 13USF (医師、看護師、コミュニティ代表者)

38 USF Guayakicuaの保健委員会向けコミュニティ組織開発フォ
ローアップ研修

12/05/2015 1 1日間 19

Guayakicua USF
医師、看護師、コミュニティー代表者、コミュニティー
保健委員会メンバー、先住民コミュニティー保健委
員会メンバー

39 5パイロットUSFでの幸せ家族プロジェクトの結果評価ワーク
ショップ

11/06/2015 1 1日間 21 5USF (医師、看護師、コミュニティ代表者)

40 8パイロットUSFでの幸せ家族プロジェクトの結果評価ワーク
ショップ

23/06/2015 1 1日間 28 8USF (医師、看護師、コミュニティ代表者)

50 1,705

50 1,235 カアグアス県、USF

28

2015

総計

内カアグアス県関係者
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